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第 1章 序論 
1.1  はじめに 
 
現在、我々の生活を担っている発電方式として原子力発電、火力発電、水力発
電、新エネルギー発電（太陽光発電、風力発電など）などがある。しかし現在、
可動している発電方式は問題を抱えている。たとえば、水力発電、新エネルギー
発電方式に関しては、エネルギー使用の増加に伴い充分なエネルギーを供給でき
ていないのが現状である。原子力発電、火力発電に関しては、燃料となる資源の
枯渇が挙げられる。石油で考えると 1世紀半で約 90倍も消費量が増加した。現
在公表されている世界のエネルギー資源確認埋蔵量は、石油が 1兆 2,378億バー
レルで約 42年分（BP統計 2008）、原子力発電のウランが 547万トンで約 100年
分（OECD/NEA-IAEA URANIUM 2007）であり、今尚、世界のエネルギー消費量
は着実に増えつづけている。また、このエネルギー資源枯渇の問題は電力需要だ
けでなく日本を含む国々、特に発展途上国の人口増加と産業の発展によるエネル
ギー消費量の大幅な増加も後押ししているのが現状である。このエネルギー消費
の約 90％が化石燃料を使用しており、それに伴い二酸化炭素の大量排出による
環境問題も深刻化している。二酸化炭素は、地球温暖化の原因とされる温室効果
ガスであり、大量に放出されると地球全体の平均気温が上昇し、海水の膨張や氷
河などの融解により、気候メカニズムに変化が起こり、異常気象が頻発化する恐
れがある。それにより自然生態系や生活環境、農業などへの影響が懸念されてい
る。 
そこで、化石燃料に変わる大規模エネルギー源として注目されているのが、核
融合反応により発生させたエネルギーの利用による発電である。 
核融合を起こすには比較的に軽い原子を高温･高圧において物質の第四状態で
あるプラズマ状態にしなければならない。プラズマ状態となった原子は正の電荷
を持つイオンと負の電荷を持つ電子の二つに分かれる。このとき、二つの正の電
荷を持った原子核同士を核力（原子核の間に働く引力）の働く距離まで十分に近
づけ、クーロン力（静電的な斥力）に打ち勝ち、1つに融合し別の原子核をつく
り出す、この反応を核融合反応という。例として重水素と三重水素のような軽い
元素の反応（DT 反応）を考えると、重水素と三重水素を核融合させることによ
りヘリウムと中性子に融合される。この時、反応後の質量がわずかに減少する、
これを質量欠損と言い、この失われた分の質量が生成粒子の膨大な運動エネルギ
ーとなる。 
核融合によるエネルギー利用の利点として、まず無尽蔵なエネルギー資源とい
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うことが挙げられる。最終的に核融合反応に使用する資源は主に水素の同位核種
の重水素であり、重水素は海水より容易に入手可能でき、ほぼ無限のエネルギー
資源であると言われている。さらに炉心は超高温だが，蓄えられているエネルギ
ーはわずかであるので暴走の危険が無いこと、化石燃料で問題になっている二酸
化炭素を発生しないので地球の温室効果は無く、多少の中性子が放出されるだけ
で放射性廃棄物は少ない等の利点がある。 
ここで、核融合を実現するには原子核同士を十分に近づけ衝突させなければな
らない。その際、原子核は高速でなければクーロン力の斥力により衝突できなく
なってしまう。高速で衝突させるには、プラズマを高温かつ高圧でなければなら
ない。現在では核融合を実現するために 2種類の閉じ込め方式が存在する。 
一つは慣性閉じ込め方式（ICF：Inertial Confinement Fusion）である。慣性閉じ込
め方式は主に高出力のレーザーを用いて核融合を起こすレーザー核融合が主流
となっている。原理は燃料ペレットという球状の燃料を考える。球の殻部を重水
素や三重水素の固体でつくり、球の内部には重水素や三重水素の気体で満たして
おく。この燃料ペレットに外部より均一に高出力のレーザーを照射すると、殻部
の燃料は高圧のプラズマとなり中心に向けて加速され、燃料は高温高密度状態と
なり、核融合が起こる。慣性閉じ込め方式の利点としては、低エネルギーでの発
電が可能であり、磁場を発生するための巨大なコイルなどを必要としないので、
施設がコンパクトとなり、低コストであると言うことがいえる。 
二つ目は磁場閉じ込め方式（MCF：Magnetic Confinement Fusion）である。核
融合を行う際、プラズマ状態にし、核融合を行う。プラズマ状態となった物質は
電荷を帯びているため電磁気学的な作用を受ける。つまり、磁力線の周りを回転
しながら磁力線方向に沿って自由に運動することができる。核融合を実現するた
めには、高温プラズマを一定時間閉じ込めておかなければならないが、プラズマ
が放電容器に直接触れると、プラズマの温度は急激に下がってしまう。そこで、
プラズマが放電容器に直接触れないようにし、かつ高圧力にプラズマを閉じ込め
るために、磁場によりプラズマを閉じ込め方式を磁場閉じ込め方式という。核融
合を実現するために高温プラズマを高圧で保ち、プラズマが壊れないような磁場
閉じ込めが、現在の核融合研究の主題となっている。 
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1.2 研究目的 
 
核融合を行う際、高温かつ高圧の状態より各燃料を物質の第四状態であるプラ
ズマ状態に遷移させ核融合を実現する。ここで、プラズマは巨視的にとらえると
流体として扱うことが出来るという特徴を持っている。したがって、MHD （電
磁流体力学）方程式を適用する事が出来る。 
プラズマは多数の正電荷をもつイオンと負電荷をもつ電子から成る状態であ
る。電子はイオンに比べ質量が小さいことから電子の影響も考慮に入れつつ主に
イオンが動く時間スケールで計算する一流体方程式系と、電子とイオンをそれぞ
れ別の流体として計算する二流体方程式系という考え方がある。 
過去の研究では一流体方程式系を用いて最小散逸自己組織化プラズマの分布
（動的に安定な自己相似進展分布）を導出し、プラズマの非線形現象を解析して
きた、しかし実験プラズマの厳密な再現のためには二流体方程式を用いる必要が
ある。そこで本研究は磁場閉じ込め方式による核融合炉トカマク（Tokamak）を
研究対象とし、電子とイオンをそれぞれ別の流体として計算する二流体方程式系
について計算を行う。二流体方程式系での理論的に導出された最小散逸安定状態
での方程式を数値的に解き、自己相似進展する動的に安定な二流体磁化プラズマ
分布を求める。 
 
トカマクによるプラズマ閉じ込めは主に外部から強いトロイダル磁界を加え、
それと共にプラズマ内にトロイダル方向の電流を流し、ポロイダル磁場を作り閉
じ込めのための磁場配位を形成する。この方式は、巨大なトロイダル磁界発生コ
イルを必要とするため、将来的な経済性向上には向いていない。そこで、装置自
体を安価にするためにトロイダル磁場を小さくしていかなくてはならない。本研
究では JT-60U のパラメータを参考にしつつ、中心トロイダル磁場を通常のパラ
メータよりも小さくし計算を行った。この結果より、中心トロイダル磁場が小さ
くても動的に安定した状態を作り出し、その結果を基に実際に実験を行っている
研究者に提案することが大きな目的となっている。 
また、固有値問題を解き、磁場と圧力勾配がもたらす平均粒子電流であるブー
トストラップ電流がアスペクト比、ベータ値を変えることにより、電流において
どれだけのブートストラップ電流が駆動されているかを見る。この効果を見るこ
とにより、外部より余分なエネルギーを加えなくても核融合炉中のプラズマを定
常運転することができる。 
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第 2章 理論的背景 
2.1 緩和・自己組織化理論 
2.1.1 緩和現象理論の歴史的概観 
 
緩和或いは自己組織化現象理論では、変分原理又はエネルギー原理を使うと見
るのは誤りで、実際には変分法計算で目的の条件に合う状態を得ており、変分原
理とエネルギー原理は使われていない(1, 2, 4～18)。変分原理は解析力学，電磁気学，
相対論，量子論などの定式化に使われ、対象とする系の時間発展方程式を導く(19)。
理想ＭＨＤプラズマの安定性解析に使われているエネルギー原理も与えた摂動
の時間発展方程式を導き、摂動印加時のエネルギー変化の正負で安定性を判断す
る(20)。 
磁化プラズマの緩和状態は、宇宙プラズマを対象にして、S. Chandrasekhar等(1, 
2)が一様抵抗 η 分布を仮定した磁気エネルギー最小散逸理論から、∇×Ｂ=λCＢ
（λ=Λ/η1/2, Λ：Lagrange乗数）の無力磁場状態を導き、その妥当性が近年の観測
やシミュレーションで報告されている (21)～ (23)。実験プラズマでも、S. 
Chandrasekhar等(1, 2) の最小散逸理論の共著者の一人L. Woltijerによる磁気ヘリシ
ティの議論(24)を使わずに、Chandrasekhar 状態と呼べる∇×Ｂ=λCＢで大域的に説
明できる quiescrnt stateの Reversed Field Pinch (RFP)配位がトロイダル Zピンチ
ZETA装置で観測された(25)。Chandrasekhar等の最小散逸理論から１７年後に、位
相幾何学的な非物理量ヘリシティ K の保存仮説とヘリシティと磁気エネルギー
間の選択的減少を根拠とするヘリシティ理論から、J. B. Taylorが後に Taylor state
と呼ばれる同じ型の∇×Ｂ=λTＢ（λT：Lagrange 乗数）を導いて RFP 配位の説明
を試みた(4)。ここで重要な事は、緩和現象で形成された散逸構造に Chandrasekhar
の最小散逸理論では散逸係数 ηが含まれるのに対して、Taylorのヘリシティ理論
は散逸係数が全く入る余地の無い論理構造を持つ事である。異なる理論から似た
無力磁場方程式が導かれると、両理論は等価か一方が間違っているかを証明する
必要がある。ヘリシティ理論の仮定の全てが間違いで、且つ、導出結果とも論理
的に関係がない事が解析的に証明されており(12, 13, 16, 18)、現実のプラズマをヘリシ
ティ理論では説明出来ない事をこの小節の後半に示す。このヘリシティ理論の間
違いの裏書となる良く知られた事実は以下の事実である。プラズマのシミュレー
ションでは、必要な物理法則の集合の連立方程式と初期条件と境界条件を用いて、
系の時間発展を追う事が出来る。しかし、この集合のどの要素一つでも所謂ヘリ
シティ保存則(4, 11, 14)で置き換えると、この系の時間発展を追う事は完全に不可能
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となる。この事実は、ヘリシティ保存則が物理法則でない為に、使う物理量の数
より方程式の数が少なくなる事に由来する。 
観測の視点に基づいて Y. Kondoh等により、一般化連立力学方程式内の全従属
変数に関する自己相関量の大域的最小散逸状態を探す一般化自己組織化理論が、
各種の非線形散逸力学や精密制御系に使える理論として提示された(5～13, 15～18)。
この理論は結果的に Chandrasekhar の最小散逸理論を一般化した論理構造をして
いる。プラズマや他の系にこの理論を適用して、抵抗性MHDプラズマの η分布
で決まる緩和状態 non-Taylor stateの理論解(7)、散逸性KdVソリトンの緩和状態 (8)、
Ｚピンチプラズマの緩和状態(9)、及び、２次元非圧縮粘性流体の緩和状態(10, 15)
の全ての理論解の正しい事がシミュレーションで実証されており、理論の妥当性
が示されている。また文献[15]では、Chandrasekhar等の磁気エネルギー最小散逸
理論とW. H. Matthaeus等の２次元非圧縮粘性流体における最小（エンストロフ
ィ／エネルギー）理論は、この理論の一般化力学変数に両理論の力学変数を代入
するだけで直接導ける事を解析的に示し、この理論が見かけ上全く異なる理論を
統合する一般化自己組織化理論である事が示されている。 
ヘリシティ理論の拡張版として L. C. Steinhauer and A. Ishidaは (11)、canonical 
momentum と generalized vorticity で定義したイオン流体と電子流体の各々の
self-helicity Kαを導入し、Taylorの理論と同じ論法による非物理量 self-helicityの
保存仮説と self-helicity と（流れのエネルギー＋磁気エネルギー＋電気エネルギ
ー）間の選択的減少を根拠にして、entropy principleと energy principleの言及があ
るが、実際には保存仮説の拘束条件下の変分法計算により平衡方程式を導いてお
り、エネルギー原理は使われていない。この２流体ヘリシティ理論の６年後に、
等価な理論が Z. Yoshida and S. M. Mahajanにより報告された(14)。この等価な理論
は“variational principle”を論文タイトルに含むが、実際には前記文献[11]と同様に、
保存仮説の拘束条件下の変分法計算により平衡方程式を導いており、変分原理は
使われていない(14)。緩和現象で形成された散逸構造を求めているはずのこれ等の
拡張版理論にも、散逸係数が入る余地は全く無い。 
ヘリシティ理論は間違いである事を以下に示す。ヘリシティ理論は論理構造と
して次の二ステップで構成されている。（１）無衝突理想プラズマでは、global 
helicityは時間的不変量である。（２）非理想プラズマでは、global helicityよりも
エネルギーの方が相対的に早く選択的に減少する。しかし以下に示す様に、ステ
ップ（１）と（２）の両方とも間違いである事が解析的に証明されている。 
ステップ（１）に関しては、文献[12, 13, 16]に自己相関量を用いた一般化自己
組織化理論の構築方法と安定な理論解が得られる事及び数値的実証例が示され
ていると共に以下の事が解析的に証明されている。簡単化したオームの法則より
も実験プラズマを正しく記述する一般化オームの法則を用いると、Hall term等に
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より磁気再結合等で変化する流れを伴う緩和過程では、下式の様に Taylorの理論
(4)の磁束 Φ と磁気ヘリシティ K の時間変化はゼロにはならない（ゼロになる確
率は無視できるほど小さい）。 
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拡張版理論(11)の渦度フラックス Φgと Kαの時間変化については、一般化オーム
の法則を使う必要もなく、下式の様に同じくゼロにはならない。 
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ステップ（２）に関しては、文献[18]に一般化自己組織化理論による一般解の安
定性の詳細及び完全電離散逸性ＭＨＤ核融合プラズマへの適用例が示されてい
ると共に以下の事が解析的に証明されている。一般化した cross-correlation A・B、 
B・j 、及び、Pα・Ωα（self-helicity）と auto-correlation B・B、 j・j、及び、Ωα・
Ωαを夫々体積積分した K 、Kｊ、Kα 、WB 、Wｊ、WΩα 、及び、the kinetic and the 
magnetic energies Wkmを時間で偏変微分する事により、加えた摂動量に作用する
定義式内の回転演算子∇×の数だけで一義的に決まる以下の一般化した選択的減
少の関係式が導かれる。 
tWtKtWtK wwwwwwww jjB             (2.1.1-5) 
   km tWtWtK wwwwww :DD            (2.1.1-6) 
前述のように(2.1.1-5)式と(2.1.1-6) 式は、摂動量に作用する定義式内の∇×の数の
みで決まる単に数式上の関係式であり、決して物理的な関係式ではない。文献[4, 
11]の論法を使うと、(2.1.1-5)式に結びつく仮説｛K=constant and min WB｝、｛WB 
=constant and min Kｊ｝、｛Kｊ=constant and min Wｊ｝、及び、(2.1.1-5)式とは無関係
である逆の仮説｛WB =constant and min K｝、｛Kｊ=constant and min WB｝、｛Wｊ
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=constant and min Kｊ｝の夫々に変分法を適用すると、この全ての仮説から Taylor 
state と呼ばれる∇×Ｂ=λTＢが直接導かれる。同様に、(2.1.1-6)式に結びつく仮説
｛Kα=constant and min Wkm｝、｛Wkm =constant and min WΩα｝、及び、(2.1.1-6)式と無
関係な逆の仮説｛Wkm =constant and min Kα｝、｛WΩα=constant and min Wkm｝の全て
仮説から文献[11]の“relaxed states for two-fluid model of plasmas” が直接導かれる。
これらの解析的な事実により、選択的散逸の概念は文献[4, 11, 14]で導かれた緩和
状態とは全く関係を持たず、ステップ（２）が間違いである事が文献[18]で解析
的に証明されている。 
 物理的に正しい S. Chandrasekhar 等(1, 2)の磁気エネルギー最小散逸理論は、
ZETA装置の実験、及び、後に主流となる遅い電流立ち上げ実験でも、緩和現象
により自発的に RFP 配位が出現する事を説明できる理論である。この最小散逸
理論(2)の共著者 L. Woltijer による磁気ヘリシティの論文(24)と同じ Proc.の別のペ
ージに S. Chandrasekhar等の無力磁場状態(2)∇×Ｂ=λCＢ（λ=Λ/η1/2）は発表されて
いる。しかし、核融合分野で高名な理論学者である J. B. Taylorは L. Woltijerの論
文(24) を引用し、磁気ヘリシティを使って見かけ上同じ型の∇×Ｂ=λTＢを導いて
RFP配位の出現の説明を試みている(4)。その結果、上記の様に後になってヘリシ
ティ理論の間違いが解析的に証明されたが(12, 13, 16, 18)、緩和現象に関連する実験・
理論・シミュレーションの論文や国際会議や各種研究会の発表の９９％以上に
Taylor 等のヘリシティ理論が正しい理論として引用されている事がウェブ検索
等から推量できる。この事実は、宗教的信仰に類する思考形態も科学的活動に混
入し得る事を示している。地動説の様に、時の権威の為に実験事実に基づく合理
的な考え方の広まりが遅れる例は科学史に散見される。多くの分野で行われる概
念、思考法、方法、技術等の枠組みの変革は、その分野のパラダイムシフトとし
て表現されている。次の小節で一つのパラダイムシフトの必要性と適用できる理
論を示す。 
 
 
 
2.1.2 静的安定性から動的安定性へのパラダイムシフト 
 
 従来の安定性解析では、時間微分がゼロの静止状態（平衡状態）の分布に加え
た摂動が増加するか否かの静的安定性の概念が使われている。各種実験装置内で
は、プラズマが安定状態にあるとしても、プラズマ領域内の諸物理量の分布は常
に時間微分がゼロではない自己相似的な時間進展をしており、実験プラズマを動
的安定性の概念で捉える事が最も現実に即している。静的安定性から動的安定性
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へパラダイムシフトを行えば、実験・理論・シミュレーションの間の整合性を更
に高める事が出来、実験での境界条件で決定される全物理量が無矛盾に相互依存
した自己相似進展分布の緩和安定状態に関する情報を、理論とシミュレーション
によって従来よりも遥かに正確に自己矛盾無く得る事が可能になる。25－35 年
前後のエネルギー危機の到来を視野に入れると、従来よりも実験・理論・シミュ
レーションの間の整合性を高めて、核融合理工学の進展を更に早める為に、上記
のパラダイムシフトを行う必要がある。このパラダイムシフトを可能にする理論
の一つである一般化自己組織化理論(5～13, 15～18)の最新版のものを以下に示す。 
 任意の散逸力学系を扱う為に次の様な抽象的な形の理論の構築が必要となる。
記号的な一般化力学演算子を用いて、M次元の独立変数 ξ k (ｋ = 1, 2,  , M )及び
Ｎ個の力学変数 qi [ ξ k ] ( i = 1, 2,  , N )の集合より成る開放又は閉鎖力学系は、次
の連立方程式の集合で書く事が出来る(5～7, 15)。 
    ],[][                qji
ｊk
i Dq  ww [[       (2.1.2-1) 
こで、変数 ξ j は[ ξ k ]内の時間などの固定した独立変数で、 D i j [ q ] ( i = 1, 2,  , 
N )は ξ jに沿って qi [ ξ k ]に作用して変化させる線形又は非線形の散逸又は非散逸
の項、及び、外部入力・入射の項も含む一般力学演算子を表す。また ξ k には、
時間、空間、速度等、又は、生産システムの価格、原料等の量、予算やその他の
変数を含める事も出来る。 
 観測の立場から、緩和自己組織化状態はその力学系の ξ jに沿う進展の中で最
も変化しにくい分布や構造を持つはずである。対象の系が緩和自己組織化状態に
あるかを判定して認定するには、変化量を数学的に扱う自己相関量を使い、全自
己相関量の最小変化率を持つ状態が満たすべき必要十分条件を探す手順を用い
るのが確実である。この必要十分条件は次の様に書ける。 ^ `
 1
d])[(
d][][
min
2
'³ 
³ 
zz
zz
jk
k
jk
j
i
jk
k
jkj
j
i
j
i
Jq
Jjqq
[[
[[W[[
      (2.1.2-2) 
ここで、ξ  jの増分は ξ  jの規格化係数 τｊで規格化してあり、Jk≠jは独立変数[ ξ k k 
≠ j]に関して well-defined な積分にするヤコビヤンで、以下の変分法計算では Jk≠j
の具体的な表現は必要としない。(2.1.2-2)式をテイラー展開した最低次の１次の
項から、(2.1.2-2)式と等価な次の必要十分条件を得る。 
 
d])[(
d)][]([
min
21 ³ 
³ 
zz

zzww
jk
k
jk
j
ij
jk
k
jk
j
i
Jq
Jjjiqq
[[W
[[[[
      (2.1.2-3) 
(2.1.2-3)式に(2.1.2-1)式を代入して等価な次の条件を得る。 
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d])[(
d][][
min
21 ³ 
³ 
zz

zz
jk
k
jk
j
ij
jk
k
jk
j
i
j
i
Jq
JDq
[[W
[[ q
      (2.1.2-4) 
非線形連立方程式(2.1.2-1)式で特徴付けられる全ての法則が、(2.1.2-2)式と等価な
必要十分条件(2.1.2-4)式に埋め込まれている事がこの理論の最大の特徴と利点で
ある。(2.1.2-3)と(2.1.2-4)式の分母は時々刻々変化する量で普遍量ではない。この
両式とも、ある時刻の与えられた分母に対して最小の分子、又は、与えられた分
子に対して最大の分母となる必要十分条件を探す変分法の問題となり、この両者
は変分法の相反性から等価である事が知られている。 (2.1.2-1)式はＮ個の qi [ ξ k ]
を互いに関係付けており、(2.1.2-3)と(2.1.2-4)式の数学的表現は、Lagrange乗数 λi
と両式の汎関数 F１と F2、及び、第１変分 δF、第２変分 δ２Fを使って、変分法に
より以下の様に書ける。 
 .d])}[][]([{ 1
11
　ｊ³¦ zzr rr ww r kjkjkjiijNi jiji JqqqF [[OW[[[     (2.1.2-5) 
 .0d])}[][(][                      
])[ ][]([{
1
1
11
 ww
ww r
zzr

rr
r

 rr ³¦
k
jkjk
j
iij
j
i
j
i
j
iij
N
i
j
i
j
i
Jqqq
qqqF
[[OW[[G[
[OW[[[GG
ｊ
ｊ 　
 (2.1.2-6) 
  .0d])}[ ][(][{ 1
11
2 ³¦ dww r zzr r kjkjkjiijjijiNi JqqqF [[OW[[G[GG ｊ    (2.1.2-7) 
³¦ zzr rr  r  .d])}[  ][]([{ 112 kjkjkjiijNi kiji JqDqF [[OW[ q        (2.1.2-8) 
 .0d])}[ ][(][                      
 ])[  ][]([{
1
1
12
 
 r
zz

r

 rr ³¦
k
jkjk
j
iij
k
i
j
i
j
iij
N
i
k
i
j
i
JqDq
qDqF
[[OWG[
[OW[GG
q
q 　
     (2.1.2-9) 
　³¦ d r zzrr r .0d])}[][(][{ 1122 kjkjkjiijkijiNi JqDqF [[OWG[GG q      (2.1.2-10) 
ここで、複合±は(2.1.2-3)、(2.1.2-4)式の分子の正負に複合同順である。(2.1.2-7)
と(2.1.2-10)式の各々から任意の変分 δqiに対する次の Euler-Lagrange 方程式を得
る。 
 .0])[ ][( 1  ww rr jiijji qq [OW[[G ｊ        (2.1.2-11) 
.0][][ 1   rr jiijki qD [GOWG q          (2.1.2-12) 
(2.1.2-11)と(2.1.2-12)式から (2.1.2-6)と(2.1.2-9)式は次式になる。 
　ｊ³¦  ww r zzr rrr .0d])}[ ][]([{ 111 kjkjkjiijNi jiji JqqqF [[OW[[[GG  (2.1.2-13) 
 10 
³¦   r zzr rrr .0d} ])[ ][]([{ 112 kjkjkjiijNi kiji JqDqF [[OW[GG q    (2.1.2-14) 
(2.1.2-13)と (2.1.2-14)式の各々から任意の変分 δqi に対する次の最終的な
Euler-Lagrange 方程式を得る。  
.0][][ 1  ww rr jiijji qq [OW[[ ｊ       (2.1.2-15) 
.0][ ][ 1   rr jiijki qD [OWq         (2.1.2-16) 
(2.1.2-12)と(2.1.2-18)式の随伴固有値方程式は次式となる。 
.0][][ 1
#   zr jkkimimjji uD [OWG q      (2.1.2-17) 
.0][][ 1
#  / zr jkkimimjji UD [WU       (2.1.2-18) 
ここで、上付き＃は最小変化率状態を表し、uim[ ξ k k ≠ j ] ( i =1, 2, ・・N ) は境界
条件がゼロで且つ次式を満たす規格化固有関数で、λimは対応する固有値である。 
.d mn
k
jkjkinim Juu G[  ³ zz      (2.1.2-19) 
 又、Uim[ ξ k k ≠ j ] ( i =1, 2, ・・N )は与えられた境界条件を満たし且つ次式を満た
す規格化固有関数で、Λimは対応する固有値である。 
.d mn
k
jkjkinim JUU G[  ³ zz     (2.1.2-20) 
(2.1.2-12)と(2.1.2-17)式を用い、uim[ ξ k k ≠ j ]を(2.1.2-10)式 に代 
入して次式を得る。 
¦ ³ zzzr dur r Ni kjkjkjkkininij JF 1 2122 .0d])[( )( [[OOWG um    (2.1.2-21) 
(2.1.2-21)式の不等号は全ての λimに対して適用されるから、最小変化率の状態が
満たすべき安定条件は次式となる。 
,   0     p1n1 iimiimii OOOO d/ / d           (2.1.2-22) 
ここで、λi1p と λi1n は夫々正の最小及び負の最大の固有値である。(2.1.2-15), 
(2.1.2-16), (2.1.2-18)式を結びつけて、次の最小変化率の状態が満たすべき最終的
な関係式及び解を得る。 
> @
],[][ 11
1#
#
jk
k
iij
j
ij
kj
i UD
q
z /  w
w [W[
[
U              (2.1.2-23) 
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> @ ],[)/exp(   11# jkkijjikji Uq z/ [W[[         (2.1.2-24) 
ここで、Ui1[ ξ k k ≠ j ]は安定条件(2.1.2-22)式を満たす最小の固有値│Λi1│に付随す
る固有モード解である。(2.1.2-23)と(2.1.2-24)式から、緩和自己組織化状態の最小
変化率状態では自己相似的な増大又は減衰をする事が分る。自己相似進展の特性
スケール ξcha j（特性時間、時定数）は、Λi1ξcha j／τｊ＝１から次式となる。 
 . / 1cha ij
j /{W[          (2.1.2-25) 
以上の解析的演繹により、全ての力学方程式が埋め込まれた汎関数の第２変分ま
で使って導出す過程から、安定条件(2.1.2-22)式を満たす(2.1.2-23)と(2.1.2-24)式の
緩和自己組織化状態は、tearing mode、内部及び外部キンク型等の全ての変分 δqi
（摂動）を含む状態よりも常に遅い変化率で自己相似進展（∂／∂t ≠0）し、最
も動的に安定な状態である事が保障されている事が分かる。 
次に緩和自己組織化現象が起こる物理過程の一般論を示す(18)。力学変数 qi [ ξ k ]
の分布は ξ j に沿う全ての点で（時刻）で、規格化された Uim[ ξ k k ≠ j ]を使って次
の様に固有関数展開できる。 
> @   ).][(
1
# ¦f z m jkkimimkji UCq [[      (2.1.2-26) 
(2.1.2-26)式を(2.1.2-1)式に代入して、演算子 D i j [ q ] を含む次のスペクトル変換
方程式を得る。 
 }.][( ,                     
,][({][
1
1 11
1
¦
¦¦
f
 z
f
 zz
f
 
 w
w
m jk
k
NmNm
m jk
k
mm
j
ijk
k
im
m
j
im
UC
UCDUC
[
[[[
L
        (2.1.2-27) 
演算子 D i j [ q ]に含まれる非線形項により、高低両モードへの非線形モード結合
Λim±Λin、即ち normal & inverse cascade が起き、同時に散逸項により高固有モー
ドほど早いエネルギー損失が起きる。この複合過程によりエネルギースペクトル
は急速に最小固有モード方向へ堆積し、緩和自己組織化状態では最小固有モード
が残る。この複合過程の例として、周期境界条件下で、渦度 ω≡∇×uに関して次
式で書ける非圧縮粘性流体系に対する上の一般理論の適用例(15)を示す。動的粘性
係数 νとレイノルズ数 Rは ν =R－1を満たす。 
 ,)( 2ωωuω  w
w Q
t
      (2.1.2-28) 
固有値方程式－(u・∇)ω + ν∇2ω=τｊ－1Λkωを解析的に解くのは困難である為、 
Ν∇2ω = τｊ－1Λkωの固有解である次式 aωkと a u kを使って uと ωの規格直交関数
展開をする。 
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.)](2[expω ka kkk ynxmi  S         (2.1.2-29) 
 .)                       
)]((2[exp
22
u
kkk
kkkk
j
ia
nmm
nynxmi

 S
     (2.1.2-30) 
.ωω¦f f  k C kkaω         (2.1.2-31) 
.uu¦f f  k C kkau         (2.1.2-32) 
(2.1.2-29)－(2.1.2-32)式を(2.1.2-28)式に代入して次のスペクトル遷移方程式を得
る(15)。 
k
k
kkkkk
kkkk
kk
kkk
)]}(2[exp)(4                                  
))]()()(2[exp                                  
)(2{
)](2[exp)(
22
ω
2/122
ujω
ω
ynxminmC
nmynnxmmi
nmnmCCi
ynxmitC
jj
k j kkj
k

rru
r 
ww

f
f 
f
f 
f
f 
¦ ¦
¦
SSQ
S
S
S
m
  (2.1.2-33) 
非線形項－(u・∇)ωによる(2.1.2-33)式の右辺第一項から normal & inverse cascade
が起き、同時に散逸項 ν∇2ωによる第二項からモード数の二乗 mk2＋nk2に比例し
て高固有モードほど早く散逸する事が分る。又、最小固有モード{(1,0)+(0,1)}の
固有値 Λ1=4π2を持つ緩和自己組織化状態 ω1#=exp(－4π2 t )[cos2πx+ cos2πx]kは、
(2.1.2-23)式で qi#=ω1#と置いた次の動的に安定な自己相似進展式を解析的に満た
している(15)。normal & inverse cascadeと高固有モードほど早い 
#
11
#
1
2#
1
#
1
#
1   )( ωωωuω /  w
w Q
t
        (2.1.2-34) 
エネルギー損失との複合効果による上記の緩和自己組織化過程の理論解析の
正しさは、Rによる規格化時間を使ったシミュレーション結果による次のスペク
トル遷移過程 Fig.2.1.2-1、及び、渦度構造の時間発展 Fig.2.1.2-2から実証される
(15)。Fig.2.1.1-1から、R1tR=0, 0.1, 0.4, 50の時間発展と共に normal & inverse cascade
と高固有モードの早い損失とにより、最小固有モードへ至る物理過程が分る。こ
の normal & inverse cascadeと高固有モードの早い損失は、Fig.2.1.2-2の渦度構造
の時間発展では大小の渦の発生と、vortex mergingとして知られる小さい渦の大
きい渦への合体吸収として観測され、Fig.2.1.2-2の各時刻の渦構造の推移からこ
の複合過程の詳細を読み取る事が出来る。この normal & inverse cascadeと高固有
モードほど早いエネルギー損失との複合効果による緩和自己組織化過程は、核融
合プラズマ内での磁気結合による構造形成過程(9, 26, 27)や散逸性 KdVソリトンの
緩和過程(8, 28)でも起こる事がシミュレーションで実証されており、多くの力学系
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の緩和現象に共通する物理過程である。 
 
 
    Fig.2.1.2-1. 渦度のスペクトル成分の時間発展．R = 14000. 
 
 
            Fig.2.1.2-2. 渦度構造の時間発展．R = 14000.    
 
上に示した一般化自己組織化理論(5～13, 15～18)を２流体モデルプラズマに適用し
た例を次に示す。必要な２流体モデルの連立方程式を(2.1.2-23)式に直接適用して
次式を得る。 
.)( e
1
eee e1
nntn nt /  ww Wu       (2.1.2-35) 
.)( i
1
iii i1
nntn nt /  ww Wu       (2.1.2-36) 
./]2/))(e(                                      
)(e[)(
e
1
ee////ei
eeeeeee
e1
ujj
BuEΠuuu
u/ 
u ww

AA tnmnZn
npt
WKK   (2.1.2-37) 
 ./]2/))(e(                                     
)(e [)(
i
1
ii////ei
iiiiiii
i1
ujj
BuEΠuuu
u/ 
u ww

AA tnmnZn
npt
WKK  (2.1.2-38) 
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)[1(2/)(                             
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トーラス小半径 aと Alfven速度ＶA0 ≡ B 0 /(μ0ρ0) 1/2による Alfven time τA0 ≡ a/Ｖ
A0 を時間の規格化係数 τｊに使うと共に物理量を全て規格化し、境界条件を与え
て(2.1.2-18)式に対応する(2.1.2-35)－(2.1.2-43)式の連立固有値方程式を数値計算
で解くと、全物理量が無矛盾に相互依存した動的に安定な自己相似進展分布を得
ることが出来る(17)。産業総合研究所の RFP装置を対象として、Braginskiiの古典
輸送係数を用い、簡単の為に円筒近似モデルを使って４次精度差分と４段４次ル
ンゲクッタ法により、(2.1.2-35)－(2.1.2-43)式の規格化連立固有値方程式を解いた
典型例を Fig.2.1.2-3に示す。 
 
 
 Fig.2.1.2-3.  RFP２流体プラズマの動的に安定な自己相似進展分布  
 
Fig.2.1.2-3から、輸送コードを使わずに、数値計算によって温度・密度・磁場・
電場・電流・流速・低効率・粘性・熱拡散係数等が全て無矛盾に相互依存した動
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的安定自己相似進展分布を求められる事が分かる。プラズマの回転を支配してい
る Fig.2.1.2-3 (b)の uitと uipのイオン流速分布から、分布の傾きのある領域に安定
化に利く shear flowを持ち、トロイダルとポロイダルの両方向に回転する自己相
似進展配位となっている事が分かる。 
Fig.2.1.2-3の境界値で決まる Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、及び、uipの固有値
の数値計算結果は夫々ΛBt=8.00×10-7、ΛBp=2.00×10-6、ΛTe=2.00×10-27、ΛTi=6.00×10-26、
Λuet=2.80×10-7、Λuep=5.00×10-8、Λuit=1.40×10-4、Λuip=1.00×10-5である。τｊ= τA0 =0.734 
×10-6 [s]を (2.1.2-25)式に代入すると、Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの自己相
似進展の時定数は夫々tchaBt=0.913 [s]、tchaBp=0.367 [s]、tchaTe=0.367 ×1021 [s]、
tchaTi=0.122 ×1020 [s]、tchauet=2.62 [s]、tchauep =14.7 [s]、tchauit =5.24×10-2 [s]、tchauip =7.34 
×10-2 [s]となる。これ等の時定数は、Braginskii の古典輸送係数を用いて求めた
Fig.2.1.2-3の緩和自己組織化した自己相似進展配位は、動的に長時間安定に維持
される事を示している。 
 
トカマクや ST での特異な状態と見られる電流ホール状態も含め、実験装置内
で実現する全ての安定な核融合プラズマ配位が時間進展の中で長く観測される
は、その系が自立的に緩和自己組織化して∂／∂t ≠0 の自己相似進展状態にある
事によると認識するのが最も合理的である。各種の核融合プラズマ配位に関する
従来の安定性解析では、次の手順のアルゴリズムが使われている。１）∂／∂t ＝
0 の場合の平衡式から導かれる Grad-Shafranov 方程式やその拡張版に基づく平
衡コードにより平衡配位を求める。２）温度分布や密度分布、散逸係数モデルを
仮定する。３）理想MHD安定性解析コードやバルーニングモード解析コードや
キンクモード解析コードで、与えた摂動が成長するか否かを調べる。 この従来
のアルゴリズムでは、１）で∂／∂t ＝0 を仮定し、３）で摂動が成長しないか減
少する場合に安定と判定される。しかし、時間進展を見て判定する限りは、各種
の分布は時間と共にある程度は変化しており、結果的に緩和自己組織化した∂／
∂t ≠0の自己相似進展状態を観測する事によって判定しているはずである。即ち、
∂／∂t ＝0 の静的安定性ではなく∂／∂t ≠0 の動的安定性の概念が無意識に使わ
れているはずである。 
従来のアルゴリズムに対して、静的安定性から動的安定性へのパラダイムシフ
トを行うと、新しく次のアルゴリズムに簡略化出来る。Ａ）対象とする系に適し
たモデルの支配方程式の連立固有値方程式［(2.1.2-35)－(2.1.2-43)式に対応］を数
値計算で解いて緩和自己組織化した自己相似進展配位を求める。Ｂ）摂動印加後
に元へ回帰する摂動の大きさの許容範囲を調べる。この新しいアルゴリズムでは、
Ａ）で対象とする系の各種の縮退化モデル方程式と散逸係数モデルにより、温
度・密度・磁場・電場・電流・流速・低効率・粘性・熱拡散係数等が全て無矛盾
 16 
に相互依存した動的安定自己相似進展分布が求まり、Ｂ）で安定性の強固さを研
究対象に出来る。 
 
緩和自己組織化現象を逆に有効に利用し、以下の様なステップを経て、統合化動
的安定性制御運転システムを構築する事は有用であると考えられる。 
（１）緩和自己組織化した動的に安定な自己相似進展分布を求める計算コードを
時間発展コードに組み込み、温度・散逸係数等の全分布が相互依存する非線形シ
ミュレーション統合コードを構築する。 
（２）統合コードの時間発展データによる仮想閉じ込め領域内を時々刻々分析し、
散逸量が大きい為に自己相似進展分布が部分的に崩れる領域へ外部入射や入力
を行う事により、緩和現象を抑制して時々刻々動的に外部から制御するコードを
構築する。 
（３）実験プラズマを反映する支配方程式モデル及び散逸係数モデルへ逐次改良
し、対象とする実験装置用の動的安定性制御法を構築する。 
（４）実験装置運転システムと外部入射・入力システムと改良統合シミュレーシ
ョンコードを連結して、統合化動的安定性制御運転システムを構築する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 17 
2.2 プラズマの動的安定性 
 
 時間軸に沿ってある準定常的な状態に小さな乱れ(擾乱)が生じたときに、その
乱れが自然に治まって行きもとの状態へ戻る場合に、その準定常的な状態は安定
であると言う。これに反してある乱れに対しそれが発展し、状態がもとの場合か
ら離れていく場合、その状態は不安定な状態であると言う。 
 前述のように準定常状態の条件が成り立つ場合でも、その状態が長時間安定に
維持されるかはそのプラズマ分布が安定性を持つかに依存する。 
 Fig2.2-1に種々の準定常状態の概念図を示す。縦軸は、その系の各種物理量の
自己相関量の変化率で、自己相関量の変化率が極小な状態が動的に安定ある。準
定常状態を球で図示する。 
 図(a)は谷の底に球があり、大きな外乱に対しても球の自己相関量の変化率が増
加するので動的に安定である。 
 図(b)は山の頂上に球がありわずかな外乱を受けても球の自己相関量の変化率
が減少するので動的に完全不安定である。 
 図(c)はある程度の外乱には動的に安定だが、それ以上の外乱を受けると不安定
になる条件付動的安定状態である。 
 図(d)は図(c)とは逆の特殊な場合で小外乱には動的に不安定であるが大外乱に
対しては動的に安定な場合で、状態は小外乱により更に自己相関量の変化率が小
さい状態へ緩和自己組織化する。 
 プラズマは多くの電磁流体的自由度や速度空間的自由度を持っており、プラズ
マ中に振動が成長すればそれによってプラズマ損失が急増する。また、プラズマ
を加熱したとき、プラズマ粒子の運動エネルギーを増加させ、電場、磁場も励起
し、これらがさらにプラズマのエネルギー損失を増加させる原因となる。それ故
に、プラズマにあるモードの擾乱を加えたとき、それが安定か不安定かを調べる
ことは重要である(35)。 
 
Fig.2.2-1. 種々の準定常状態々の準定常状態 
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また、安全係数（ｑ値）は 螺旋状の磁力線において捻れの度合を表す値であり、
その大きさは Suydam 条件より(2.2-1)式で表される。副半径方向に１回転する間
に主半径方向に回転する回数。トカマクではｑ＞１で大きいほど安定度が高まる。 
 
θ0
z
p0
t
BR
rB
BR
rBq #{                                  (2.2-1) 
 
 
 プラズマの安定性を語る上で、ベータ値というものがある。ベータ値とは、プ
ラズマ中の磁場を B0としたとき、プラズマ圧力と磁場圧力の比で表される。 
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ここで、 020 2/ PB は圧力の次元をもつので、これを磁気圧（magnetic pressure）
と呼ぶ。 
 βが高いほど、同じプラズマ圧力を平衡に保つのに必要な磁場の大きさは小さ
くてすみ、高める事でコンパクトな炉心を作ることができる。 
 本研究では、ベータ値の定義をポロイダル磁場とトロイダル磁場の平均をとっ
た、平均ベータ値を用いて評価した。以下がその式である。 
 
0
22 2/)( PE tz BB
p
              (2.2-3) 
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2.3 磁気シアーとその安定化効果 
 
 磁気シアーとは、プラズマ内部から外部真空領域に向かって磁界の方向が次第
にずれていくような磁力線配位をいう。たとえば Fig2.3-1(a)に示す回転変換を伴
うトーラス磁場配位で、外部の磁気面ほどその上の磁界ベクトル B と磁気軸方
向との間の角度θ画像代するような場合（あるいは、磁力線においてポロイダル
方向１回転あたりの磁気軸上の長さ－ピッチ－が変化する場合）には磁気シアー
が存在する。これを横方向から見通すと Fig2.3-1(b)のように磁力線は網目のよう
に見える。 
    
         Fig.2.3-1. 磁気シアーの磁力線配位 
 
 このような磁気シアーは、プラズマの巨視的安定化に極めて有効である。これ
は例えるなら、磁力線はゴムひもの束のようなもので、その長さに垂直な方向に
膨れ上がろうとして互いに力を及ぼしあっているようなものである。またプラズ
マ導電率が無限大とするとプラズマと磁力線間の凍結効果のため、プラズマの局
部に何らかの乱れが生じても、もし時期シアーがあれば、乱れに伴う磁力線の働
きは、それに隣接した内外の磁力線 Fig.2.3-1(b)によって押さえ込まれると考えら
れる。 
 
 
 
 
 
 
 
        Fig.2.3-2. トカマクと RFPの磁気シアー 
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 Fig.2.3-2 のように、RFP とトカマクは異なり周縁部で Bt が反転して逆向きに
なっている。これは周縁部付近で合成磁界の方向が急激に変わり強い磁気シアー
が存在することを意味し、プラズマ安定化に強く働くと考えられる。Suydam 条
件より式(2.3-1)で表される。 
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2.4 ブートストラップ電流（Bootstrap Current） 
2.4.1 ミラー効果 
 
 プラズマ粒子はイオンと電子の集まりから成り立っている、更にMaxwell方程
式などを使い電磁気学的にプラズマを支配できると言うこともすでに述べた。 
ここで磁場による閉じ込め方式の一つでミラー磁場閉じ込めについての説明を
行う。Fig .2.4.1-1より、二個の円形コイルを並べて同方向に電流を流すと，コイ
ル近くでは強く，コイル間では弱くなっている磁場配位を形成する，これを単純
ミラー磁場と言う。 
プラズマ中の荷電粒子は磁力線に巻きつきながら運動を行っており、この巻き
つきが強いことを磁気モーメントPが大きいと言う。 
 磁気モーメントPは、磁気双極子のつくる微小な電気ループにおいて、 
   ループ面積電流 u P で定義されており、磁場 B の中でサイクロトン運動を
する荷電粒子（質量m、速度 Av ）での磁気モーメントPは 
        
B
)2/( 2A mvP                (2.4-1) 
となる、この磁気モーメントPが強い荷電粒子は磁場の強い所で反射し、まるで
鏡があるかのように跳ね返され，粒子は閉じ込められる。これがミラー効果によ
るプラズマ閉じ込めの原理である。しかし，中には巻きつき方がゆるやかな、つ
まり、磁気モーメントPが小さい粒子も存在する。この粒子は跳ね返されずに円
形コイルの端から出て行ってしまう、これをプラズマの端損失と言う。また単純
ミラー磁場では中心から半径方向外側に向かって磁場が弱くなっており，プラズ
マが固まりとして外側へ逃げやすくなる。これにより、安定に閉じ込めることが
難しくなる。これをプラズマの巨視的（MHD的）不安定性と言う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電流の方向 発生させた磁場 B
磁場により閉じ込められた荷電粒子  
Fig.2.4.1-1. 単純ミラー磁場 
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2.4.2  トーラス磁場における輸送現象 
 
 プラズマの輸送とは、プラズマ粒子そのもの、または、エネルギーや運動量の
移動現象のことを示している。具体的には粒子拡散、エネルギー拡散、プラズマ
の流れや電流生成などがあげられる。 
 トーラス磁場に閉じ込められた高温プラズマは電磁気学的にサイロトン運動
をするだけでなく、Fig .2.4.2-1のようにバナナ型の軌道を描く運動と周回運動の
二種類がある。 
 バナナ型の軌道を描く運動は次のようになる。荷電粒子がヘリカル形状(螺旋
形状)の磁力線に沿って運動している。しかし、磁場は不均一になっているため
トーラス形での内側のトロイダル磁場の配位に強い領域が発生し、磁力線方向の
運動が比較的遅い粒子がミラー効果により反射されます。これをポロイダル断面
で見た図が、Fig .2.4.2-1となり、バナナ軌道を描いているのが見て取れる。この
運動を行う粒子をバナナ粒子と言う。また、バナナ幅はサイクロトン半径よりも
大きく、バナナ粒子が衝突すると直線磁場中の荷電粒子よりも大きな変位を起こ
すことになる。 
 次に、周回運動はミラー効果を受けない比較的早い粒子が磁場に沿ってトーラ
スを周回する運動のことで、旋回中心の軌跡は閉じた面上にのる。この面は磁気
面に近くトーラスの主半径方向に少しずれています。粒子が衝突すると、やはり
面全体が変位し、変位の大きさは、サイクロトン半径よりも大きくなる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
pB
バナナ幅
0B
Fig.2.4.2-1. バナナ軌道 
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2.4.3  ブートストラップ電流 
 
 高温のトーラスプラズマで重要な現象の一つにプラズマ圧力が高まるにつれ
て自発的に流れる電流がある。これをブートストラップ電流（bootstrap current）
と言う。 
 プラズマの温度が高くなってくるとプラズマ中の荷電粒子のイオンと電子の
間のクーロン衝突の頻度が少なくなり、このような状態を無衝突プラズマと言う。 
 無衝突プラズマになったトカマク中では、トーラス形での内側のトロイダル磁
場配位が不均一となっており磁場が強い領域が発生している。これにより、磁場
方向に進んでいる比較的速度が遅い荷電粒子は、ミラー効果を受け Fig .2.4.3-1
のようにバナナ型の軌道を描き運動する。 
 トカマクプラズマでは一般にプラズマの中心の方が高圧力となっている。しか
し、無衝突プラズマではバナナ軌道を描き半径方向に大きな軌道幅を持つ粒子が
生まれるため、荷電粒子の速度分布がマクスウェル分布から崩れてくる。 
 Fig .2.4.3-1より電子の速度分布について考える。バナナ軌道を描く比較的に遅
い粒子を捕捉電子（バナナ粒子）と言う。圧力が高いプラズマの内側からこの磁
力線を通る軌道上には捕捉電子が多数いる。反対に圧力の低いつまり、粒子数の
少ない外側から通る軌道上には捕捉電子が少なくなっている。この様に電子の速
度分布に歪みが生じる。一方、バナナ軌道を描かず磁力線から半径方向へずれず
に周回運動をしている比較的に速い電子を通過電子と言う。この電子は磁力線か
ら半径方向へずれていないため、マクスウェル分布に従っている。これにより、
バナナ軌道を描く捕捉粒子の速度分布と通過電子の速度分布の間に不連続が生
じる。ここで、無衝突プラズマでもわずかに起こるクーロン衝突によって、この
不連続を緩和する速度空間上の衝突拡散が起こり電子は負の速度方向に流れを
持つようになる。この流れがブートストラップ電流である。 
 イオンの速度分布も電子と同様に歪むがバナナ軌道が電子と逆方向となるた
め、捕捉粒子の正の速度を持った粒子が多くなり、負の速度を持った捕捉粒子は
少なくなる。このため正の速度の方向に衝突拡散で電流が流れる。 
 
本研究ではプログラム中のブートストラップ電流の式を A.A.Galeev，
R.Z.Sadeevの式を用いて数値解析を行った。式(2.4.3-1)に記す。 
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Fig.2.4.3-1. ブートストラップ電流機構 
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2.5 トカマク（Tokamak） 
 
磁場閉じこめ方式（MCF, Magnetic Confinement Fusion）の一つとしてトカマク
（Tokamak）がある。トカマクは電流（Tok）とマグネット（Magneto）の意味で
あり、ドーナツ状の放電容器（トーラス）となっている。この装置は軸対称系と
なっており、プラズマ電流によって高温プラズマの平衡をとり、電流と平行（ト
ロイダル方向）に強い磁場を加えてMHD不安定性を押さえている。 
トカマクの構造の代表的な例として、まず多数のコイルを円周上に並べて中空
ドーナツ状のトンネルをつくり、この中にトロイダル方向の強い磁場を発生させ
る。次に、トーラス状のプラズマを１回巻きの二次巻線とみなして変圧器をつく
る。すなわち、多数回巻きの一次巻線を設け、それに電流を流し、電磁誘導の原
理によってリング状の電場を誘起し、封入してある中性ガスをプラズマ化すると
同時に、プラズマ中にリング状の大電流を流す。次いで、そのトロイダル方向の
電流はポロイダル方向の磁場に発生し、もともとのトロイダル磁場と重なって軸
変換のあるトーラス磁界が得られる。この磁場配位には、ずり磁場と磁気井戸の
両者が存在し、プラズマ閉じ込め磁場が極めて優れている。プラズマ電流はまた、
プラズマ自身の抵抗によってジュール熱を発生し、プラズマの加熱にも役立つ。
トカマクでは、このようにリング状のプラズマ電流がプラズマ閉じ込めとプラズ
マ加熱という二つの重要な役目を同時に果たしていることが一つの特徴である。 
 
 
 
] 
Fig.2.5-2. トカマク装置の磁場の径方向
Bt
Bp
0
0-a a
壁境界
正
負
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?
Fig.2.5-1. トカマク装置図 
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第 3章 基礎方程式 
3.1 MHD(電磁流体力学)方程式 
3.1.1 MHD方程式 
 
プラズマは物質の第四状態で数多くのイオンと電子の集まりから成り立って
いるため、微視的に考えプラズマ 1つ 1つの粒子すべての運動を追いかけて系全
体としての発展を考える事は難しく、複雑になりすぎる。そこで、巨視的に考え
粒子の動きをある程度平均化して、流体として取り扱う。この考え方を電磁流体
力学(Magneto Hydro Dynamics：MHD)という。 
粒子の運動を平均化してしまうため，粒子の磁場に沿う運動や粒子同士の衝突
などのプラズマ中で起こる細かな物理現象を正確に捉えられなくなってしまう。
しかし，プラズマの運動が流体の運動方程式に従うこと，電磁場がMaxwell方程
式に支配されることなどプラズマを巨視的に捉えるモデルは非常にシンプルで
ある。他のモデルと比べて容易に解くことができる点がMHDの利点である。 
 
 
 
 
3.1.2 二流体MHD方程式の導出 
 
空間座標 rと速度座標 vで定義される6次元位相空間での微小体積 vr 33 dd 中に
含まれる粒子数を ),,( tF vr vr 33 dd と書き、この ),,( tF vr をその粒子についての分
布関数と言う。 
微小体積：  
    zyx dvdvdxdydzdvdd  vr 33              （3.1.2-1） 
微小体積に含まれる粒子数： 
    zyxzyx dvdvdxdydzdvtvvvzyxFddtF ),,,,,,(),,( 33  vrvr   （3.1.2-2） 
微小体積 vr 33 dd 内ではプラズマは無限小の点からなる集合つまり連続体とし
て取り扱われる。分布関数 ),,( tF vr は多数粒子を含む微小体積内で平均された密
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度を表している。 
 
 
分布関数の微小時間 dtの間の時間変化は 
vrvrvvvrrr 33),,(,, ddtFdttd
dt
dd
dt
dF ¿¾
½®¯­ ¹¸
·
©¨
§       (3.1.2-3) 
= dt( の間に粒子間の相互作用により vr 33 dd に飛び出して 
失われる粒子数) dt( の間に粒子間の相互作用により     
vr 33 dd に飛び込んで新しく現れる粒子数) 
と表せる。 
右辺は vr 33 dd と比例すると考えられ粒子間の影響を表す項でもある、式で表
すと次のようになる。 
                      dtdd
t coll
vr 33F ¹¸
·
©¨
§
w
w
                    (3.1.2-4) 
となる。 
次に左辺をテイラー展開して解いていくと、 
vrvrvra
v
vrv
r
vrvr 33),,(),,(),,(),,(),,( ddtFdt
t
tFdttFdttFtF ¿¾
½®¯­ w
ww
ww
w L    (3.1.2-5) 
ここで、二次以降は無視すると次のようになり、 
dtdd
t
FddtFdFdFdt
t
FtF
coll
vrvrvrv
v
r
r
v,r 3333)},,(),({ ¹¸
·
©¨
§
w
w w
ww
ww
w    (3.1.2-6) 
左辺を dtでまとめ、 dtdd vr 33 を消すと次のようになる、 
                    
collt
F
dt
dF
dt
dF
dt
dt
t
F
¹¸
·
©¨
§
w
w w
ww
ww
w v
v
r
r
          (3.1.2-7) 
 
ここで、
dt
dr は v（速度）、
dt
dvはa（加速度）を表しているので、 
coll
vr t
FFF
t
F
¹¸
·
©¨
§
w
w w
w av            (3.1.2-8-1) 
となる。 vr  , はそれぞれ位置空間および速度空間での勾配を表している。 
これを Boltzmann方程式と言う。 
ここで、プラズマには、外部から電場E及び磁場Bが加えられているものとす
る。粒子の質量をm、電荷を qとすると、速度 vなる粒子のうける加速度は 
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BvEa u 
m
q となり Boltzmann方程式に代入すると、 
coll
vr t
FF
m
qF
t
F
¹¸
·
©¨
§
w
w uw
w )( BvEv        (3.1.2-8-2) 
 
式(3.1.2-8-2)の Boltzmann 方程式の両辺にそれぞれ速度空間全域で積分し連続
の式を求める。 
vv
v
BvEvvv d
t
FdF
m
qdFd
t
F
coll
r ³³³³ ¹¸·©¨§ w
wuw
w
G
G)(            (3.1.2-9) 
左辺、第一項は 
t
nFd
t
d
t
F
w
w w
w w
w ³³ vv     ¹¸·©¨§  ³ff より),,(),( 3 tfdtn vrvr  
Fは分布関数で、 nFd  ³ v で、局所的な粒子密度 nを表している。 
 
 
左辺、第二項は 
)( u
r
vv
r
v
r
v nFddF w
w w
w w
w ³³    ¸¸¹
·
¨¨©
§  ³ff よりvvrvrru 3),,(),(1),( dtftnt  
vは速度で ³  uvvFdn1 で、流速（local velocity）uとなる。 
左辺、第三項は v
v
BvvE
v
dF
m
qdF
m
q
w
wuw
w ³³ )()( となり、  
  ガウスの定理   ³³³    vEEnE ddivdVdivdS vs より次のように
なる、 
       v
v
BvnE df
m
qdSF
m
q
s w
wu ³³  
ここで、速度が無限大のとき閉曲面Ｓにおける分布関数 f は 0 となり、また
 Bv u に対して
vw
w は直交関係にあるので、0となる。 
よって、第三項は 0となる。 
 右辺では 0 ¹¸
·
©¨
§³ vdtF collG
G  
これは、粒子の全体の数が衝突によってかわらないので 0となる。 
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 よって   0)(  w
ww
w u
r
n
t
n
 
ここで、  w
w
r
となり、 
)( un
t
n  w
w                    (3.1.2-10) 
となる、これを連続の式と言う。 
 
 
 
次に Boltzmann方程式の両辺に vm を掛け速度空間全域で積分し運動方程式 
を求める。 
式(3.1.2-8-2)より Boltzmann方程式は次のようになる。 
vvv
v
BvEvvvvvv d
t
FmdF
m
qmdFmd
t
Fm
coll
³³³³ ¹¸·©¨§ w
wuw
w
G
G)(   (3.1.2-11) 
左辺、第一項は  
)( uvvvv mn
t
Fdm
t
d
t
Fm w
w w
w w
w ³³    ¹¸·©¨§  ³ff より),,(),( 3 tfdtn vrvr  
左辺、第二項は  
³³ ww ww vvvrvrvv FdmdFm  となり、 
 ここで、 rvuv   とし、 uvv  r の平均をとると、 
    uvv   r                           
   0r    uuuvv             
  rvvuvuvuuvv rrr  を第二項に代入すると、 
vvv
r
vuv
r
vuv
r
vuu
r
dFmFdmFdmFdm rrrr ³³³³ wwwwwwww       (3.1.2-11-1) 
よって式(3.1.2-11-1)の一項目と二項目は次のようになり三項目、四項目は 0と
なる。 
一項目は、 
 ³ ww ww uurvuur mnFdm        ¹¸·©¨§  ³ff よりtfdtn ,,, 3 vrvr  
二項目は、 
  
0  
  ³³³
uu
vuvvvuv
nn
fdfdfd  
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0 w
w w
w ³³ vvruvuvr FdmFdm r     （ rv ；平均値 0より） 
P
r
vvv
r
t
w
w{w
w ³ Fdm rr    （     vvvvvrrpP 3,, Fdmmtnt rrrr ³   t より） 
P
t
は圧力テンソルで、  ttt IP p （分布関数が等方的であるとき） 
vvv FdmvFdmvFdmvp zyx ³³³     
I
t
；単位対角テンソル 
¸¸
¸¸
¹
·
¨¨
¨¨
©
§
 
³³
³³
³³
0
0
0
vv
vv
vv
FdvmvFdvmv
FdvmvFdvmv
FdvmvFdvmv
ryrzrxrz
rzryrxry
rzrxryrxt
 
 として表すことができる。 
よって第二項は次のようになる。 
^ ` 3w
ww
ww
w t
rr
uu
r
pmn  
 
第三項は  
v
BvEvv
v
BvEv w
wu w
wu ³³ FqdFmqm )()(  
                        v
v
Bvvv
v
vE dFqdFq w
wuw
w ³³  
となり、第三項は部分積分とガウスの定理より 
     > @  > @  ³³ u ffff vBvBvvvEvE FdqFqFdqFq  
速度を閉曲面において∞から－∞まで積分を行うと０となり、 
更に    ³ff tfdtn ,,, 3 vrvr より上式は次のようになる 
    BuEBuE u u qnqnqn  
右辺は rvuv  より 
vvvuvv d
t
Fmd
t
Fmd
t
Fm
coll
r
collcoll ¹¸
·
©¨
§¹¸
·
©¨
§ ¹¸
·
©¨
§ ³³³ GGGGGG    
連続の式の時と同様、粒子の全体の数が衝突によってかわらないので、 
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0 ¹¸
·
©¨
§³ vu dtFm collG
G   となり 
 
よって 
     Rvv  ¹¸
·
©¨
§ ³ dtFm collr G
G  
まとめると     RBuEuuu  uw
w )(qnΠpmnmn
t
t
 
連続の式 ^ ` 0),(  w
ww
w u
r
r n
t
tn より nの時間微分を用いると 
   uuuuuu nm
t
mn
t
nm
t
mnmn
t
w
w w
ww
w w
w
 
また、第二項目は      uuuuuu   mnnmmn となり代入すると、 
    RBuEuuu u3 ¿¾
½®¯­ w
w qnp
t
mn
t
        (3.1.2-12) 
となり運動方程式を導出した。 
 
 
 
次に 2
2
1 mv を Boltzmann方程式の両辺に掛けそれぞれ速度空間全域で積分しエ
ネルギー方程式を求める。 
 
v
v
v
BvEvvv
d
t
Fmv
dF
m
qmvdFmvd
t
Fmv
coll
³
³³³
¹¸
·
©¨
§ 
w
wuw
w
G
G2
222
2
1
2
1
2
1
2
1
   (3.1.2-13) 
左辺、第一項は 
³³ ww ww vv FdmvtdtFmv 22 2121  
とし、 222 2)()( rrrr vuv   vuvuvu より、 
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vvvu
vvvuv
dFmv
t
Fdm
t
mnu
t
dFmv
t
Fdm
t
Fdmu
t
rr
rr
³³
³³³
w
ww
w¸¸¹
·
¨¨©
§
w
w 
w
ww
ww
w
2
2
22
2
1
2
2
1
2
1
    (3.1.2-13-1) 
式(3.1.2-13-1)二項目は 0r    uuuvv より 0となる。 
ここで、圧力テンソル 3  ³ ttt IpPFdm rr vvv と定義される。デカルト座標系
では次のようになる、 
 
¸¸
¸¸
¹
·
¨¨
¨¨
©
§

¸¸
¸¸
¹
·
¨¨
¨¨
©
§
 
³³
³³
³³
³
³
³
³
0
0
0
00
00
00
2
2
2
vv
vv
vv
v
v
v
vvv
FdvmvFdvmv
FdvmvFdvmv
FdvmvFdvmv
Fdmv
Fdmv
Fdmv
Fdm
ryrzrxrz
rzryrxry
rzrxryrx
rz
ry
rx
rr
　　　　　　　　　　　　　　
 
よって速度成分 xv 、 yv 、 zv のいずれにおいても分布関数Fが等方的である場合 
    vvv dFmvdFmvdFmvp rzryrx ³³³    222  より、 
第一項は、次のようになる、 
     ¹¸
·
©¨
§
w
w¸¸¹
·
¨¨©
§
w
w p
t
mnu
t 2
3
2
2
 
 左辺、第二項は 
   ^ ` vvuvvvuuvuu
r
v
r
v FdvuvumdFmv rrrrrrr³³ ww ww 222121 2222  
となり、積分を各項に別けて考えると、 
  一項目は、 
    
22
1 22 uvu mnuFdmu  ³  
  二項目は、 vvv dFmvdFmvdFmvp rzryrx ³³³    222 より 
    uvuvu pFdvmFdmv rr 2
3
2
1
2
1 22   ³³    
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  三項目と四項目は、 0r    uuuvv より、 
     ³   0vuuv Fdm r    021 2  ³ vv Fdmu r  
  五項目は、次のように定義される、 
    qvv  ³ Fdmv rr 221  
    （qは、熱流速を表す。） 
  最後に六項目は、 
       3   ³³ ttIpFdmFdm rrrr uvvvuvvuv  
  よって、第二項は次のようになる、 
     ¸¸¹
·
¨¨©
§ 3w
w ttIppmnu uquu
r 2
3
2
2
 
 
 左辺、第三項は 
  v
v
Βvv
v
Ev
v
ΒvE dFqvdFqvdF
m
qmv w
wuw
w w
wu ³³³ )(2121)(21 222  となり、 
 ここで、右辺一項は部分積分より、 
     > @ ³³  ww ff vEEvvE vFdqFvqdFqv 2212121 22  
           EuEu   qnqn0        ¹¸·©¨§  ³ff よりtfdtn ,,, 3 vrvr  
 
  右辺二項は 
vBv
v
vBvvvBv
v
v
v
Βv
FdqvFdqdFqv
dFqv
)(
2
1)()(
2
1
)(
2
1
22
2
uw
wu¹¸
·
©¨
§ uw
w
 w
wu
³ ³³
³
　　　　　
 
   
vw
w と  Bvu は直交しているので 0)(
2
1 2  w
wu³ vvΒv dFqv  
 よって第三項は、 
    Eu  qn  
  
 右辺は次のようになり、 
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 Q
t
Fvumd
t
Fmv
coll
rr
coll
 ¹¸
·
©¨
§ ¹¸
·
©¨
§ ³³ uRvuv GGGG 222 )(22121  
 よって、まとめると 
  QqnIppmnupmnu
t
 ¸¸¹
·
¨¨©
§ 3w
w¸¸¹
·
¨¨©
§ w
w uREuuquu
r
tt
2
3
22
3
2
22
  (3.1.2-14) 
となり、式(3.1.2-14)左辺、第一項の一部を次のようにする、 
¸¸¹
·
¨¨©
§
w
ww
w ¸¸¹
·
¨¨©
§
w
w
222
222 mu
t
n
t
nmumnu
t
  また、  
t
mmu
t w
w ¸¸¹
·
¨¨©
§
w
w uu
2
2
  とする。 
よって  
t
nm
t
nmumnu
t w
ww
w ¸¸¹
·
¨¨©
§
w
w uu
22
22
      (3.1.2-14-1) 
 
 
式(3-12)の運動方程式より  
    RBuEuuu u3 ¿¾
½®¯­ w
w qnp
t
mn
t
   (3.1.2-12) 
を変形して、 
   uuRBuE u3 ww )(1 qnpmntu t     (3.1.2-15) 
これと式 (3.1.2-10)連続の式  un
t
 w
w  を式 (3.1.2-14-1)にいれると式
(3.1.2-14)は次のようになる、 
   
QqnIppmnu
p
t
qnp
mn
mnnmu
 »¼
º«¬
ª 3
¹¸
·
©¨
§
w
w»¼
º«¬
ª u3
uREuuquu
uuRBuEuu
)(
2
3
2
2
3)()(1
2
2
2
tt
t
 ここで、     ^ `uuuuu  »¼
º«¬
ª mnnmumnu
22
22
  より 
まとめると、    > @ Qppp
t
 3¹¸
·
©¨
§3¹¸
·
©¨
§
w
w tt uuquu
2
5
2
3  
> @  33 3 ttt uuu :  
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ppp  ¹¸
·
©¨
§ uuu
2
5
2
5
2
5    より、 
  Qppp
t
 3¹¸
·
©¨
§
w
w quuu :
2
5
2
3
2
3 t  
   uuu   ppp    なので、 
エネルギー方程式は以下のようになる。 
  Qppp
t
 3¹¸
·
©¨
§¹¸
·
©¨
§
w
w quuu :
2
3
2
3 t      (3.1.2-16) 
よって Boltzmann方程式より 0次のモーメントをとり連続の式が、1次のモー
メントをとると運動方程式が、2次のモーメントをとるとエネルギー方程式がそ
れぞれ導かれた。 
 
 
次に熱流速qを考える。 ³ ³  vvvvq fdvmfdmv 22 2121 は熱伝導度Nを用いて 
TN と表すことができる。 （
cmv
Tnkk
2
5 2 となり cv ；衝突周波数） 
磁場に垂直な成分と平行な成分について考えると、 
      )( //// TT AA NNq  
次に運動方程式とエネルギー方程式の衝突項について 
   vvR d
t
fm
coll
r ¹¸
·
©¨
§ ³ GG        vdtfmvQ collr ¹¸·©¨§ ³ G
G
2
2
    
と定義していた。 
電離、再結合等が無視でき弾性衝突のとき 
ieei RR       ieeiiieeeiieei QQ uuRuRuR    )(  
ここで関口忠先生のプラズマ物性工学と Spitzerの教科書でのRを考慮すると、 
 AA
A
A  ¸¸¹
·
¨¨©
§  jjjjR KKVV //////
//
2
)(
2
)( eiei
ei
nZnqnZnq     (3.1.2-17-1) 
e
ie qn
juuu              (3.1.2-17-2) 
プラズマ単位質量あたりの定圧比熱 °¿
°¾½°¯
°®­ ¹¸
·
©¨
§
w
w
¹¸
·
©¨
§
w
w¹¸
·
©¨
§
w
w 
pTV
p T
V
V
S
T
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定容比熱
v
v T
STC ¹¸
·
©¨
§
w
w の比熱比を
v
p
C
C J とすると、 
3
5 J    となる、 
よって、     
2
3
1
1  J        (3.1.2-17-3)  
となり、イオンが電子と衝突して熱エネルギー密度の増幅率は 
      HH WJW ei
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ie
TTTTQ
)1(2
3

      (3.1.2-17-4) 
ここで
HWeiはイオンと電子の粒子間の実行衝突時間である。 
よって電子がイオンと衝突してうるエネルギーは 
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したがってこれらの式(3.1.2-17-1)、式(3.1.2-17-3)、式(3.1.2-17-4)、式(3.1.2-17-5)
を運動方程式(3.1.2-12) 
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t
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とエネルギー方程式(3.1.2-16) 
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に代入すると、 
 
運動方程式は 
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エネルギー方程式は 
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表すことが出来た。 
 
 37 
導かれた連続の式、運動方程式、エネルギー方程式にMaxwell方程式の一部を
加えて，二流体MHD方程式は次のように表すことができる。（ここで電荷 qをe
とする。） 
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EB u w
w
t
                                                  (3.1.2-26) 
 
Bj u 
0
1
P                                                   (3.1.2-27) 
 
 
 
ここで(3.1.2-20),( 3.1.2-21)は連続の式、(3.1.2-22), (3.1.2-23)は運動方程式、
(3.1.2-24),( 3.1.2-25)はエネルギー方程式、(3.1.2-26)はファラデーの法則、(3.1.2-27)
はアンペールの法則をそれぞれ表している。 
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また、 nは密度、uは流速、Bは磁場、Tは温度、 pは圧力、 
Πは粘性テンソル、Nは熱伝導率、Kは抵抗率、J は比熱比(=5/3)、 
eは電気素量、 0P は真空中の透磁率、 mU は質量密度、Zは価数、 jは電流、 
ei
εW は衝突緩和時間である。 
添え字の eは電子、iはイオンを表している。 
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3.2 二流体MHD方程式 
 
最初に仮定としてイオンと電子の総電荷量の和は巨視的に見れば中性である
とみなせる準中性化条件を定義する。 
nnZn ei |               (3.2-1) 
 
以下に示すのは 2.1.2で導出した二流体MHD方程式である。 
)( ee
e un
t
n  w
w                           (3.2-2) 
)( ii
i un
t
n  w
w                                               (3.2-3) 
)(
ˆ2
)(eˆ)(
ˆ
eˆ
ˆ
)( ////
ee
ei
e
eee
ee
ee
e
AAu w
w jjBuEΠuuu KK
nm
nZn
mnm
p
t
 (3.2-4) 
)(
ˆ2
)(eˆ)(
ˆ
eˆZ
ˆ
)( ////
ii
ei
i
iii
ii
ii
i
AAu w
w jjBuEΠuuu KK
nm
nZn
mnm
p
t
  (3.2-5) 
ei
ε
ie
eee////e
e
3
,
,e
22
////
e
ei
ee
eee
)1(
)( 
)(
2
)()(
1
)()
1
(
WJNN
KKJJ

w
w

 w
w
AA
AA
¦ TTTTxu
jj
n
nZnppp
t
j
i
ji
jiΠ
uu
  (3.2-6) 
ei
ε
ie
iii////i
i
3
,
,iii
iii
)1(
 )(                             
)(
1
)()
1
(
WJNN
JJ


w
w
 w
w
AA
¦
TTTT
x
uppp
t j
i
ji
jiΠu
u
               (3.2-7) 
EB u w
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(3.2-3),( 3.2-4),( 3.2-5),( 3.2-6),( 3.2-9)式中の粘性係数は 
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となり、添え字の xはイオン、電子が入りどちらにも適用される。 
また、ここでは座標系を螺旋状の磁力線に沿った方向を se とし、 1Ae , 2Ae をそれぞ
れ螺旋状磁力線に垂直な半径方向、螺旋状磁力線の進行方向としている。式で表
すと(3-13) のようになり Fig .3-1-1で具体的方向を示す。 
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衝突緩和時間 eiεW は 
ΛZn
Tπεm
lneˆ
 12)ˆ3(
4
e
2
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e
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1
e
ei
ε  W                               (3.2-13) 
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θ
ｚ
ｒ
1Ae
2Ae
 
Fig.3.2-1. se ， 1Ae , 2Ae の方向 
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また式中の各物理量、電荷 eˆ、真空の透磁率 0P 、真空の誘電率 0ε 、質量 mˆをそ
れぞれ mks単位系で次に示す。 
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[henry/m]  102566.1104 670
 u#u SP  
]/[108542.8 120 mFε u  
]kg[101095.9ˆ 31e
u m  
]kg[106726.12ˆ2ˆ 27pi
uu # mm  
{ Z: effective Z }さらに散逸係数は熱伝導度をN、抵抗率をK、粘性係数をQ と定
義すると、 
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添え字の eは電子を、iはイオンを表し、 
//は磁場方向に平行な成分、Aは磁場方向に垂直な成分を表す。 
 
 
 
さらに各散逸係数の中の物理量は cgs単位系で表してあり、主な次元は 
],gauss[]~[   ],cm[]~[    ],erg[]~[   [stC],e][   ],[][    ],[][ 3eie        BnTgmgm  
となっている。 
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3.3 規格化の定義式 
 
対象とする各種の物理量の特徴的な値でそれらの物理量を割って無次元化し、 
各物理量の最大値が１前後になる様にして、色々な規模の実験系にも適用 
出来る様に汎用性を高めるための規格化を行なった。 
ここではその定義式を示す。 
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tt { , 
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00
0
A0 UP
B{v , 
00
2
02
A0 UP
B{v ,
0e
e
e n
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0A Bv
EE { , 
aB 00 P
jj { , 
0
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0
0 2PE B
pp {{ ,
0e
e
e T
TT { , 
0i
i
i T
TT {      
ここで、 A0v はアルフベン速度、 tは時間、 aは対象装置小半径を表す。 
さらに 0B 、 0en 、 0in 、 eT0 、 0iT 、 0U などはそれぞれプラズマの中心での磁場、 
密度、電子温度、質量密度の定数を表す。 
また、圧力はベータ値で規格化している。 
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3.4 二流体MHD方程式の規格化 
 
規格化の定義式を二流体MHD方程式群に適用すると、以下の連立規格化方程
式が求まる。 
)( ee
e un
t
n  w
w
                                                   (3.4-1) 
)( ii
i un
t
n  w
w                                                    (3.4-2) 
)5.0)(1(
ˆ2
eˆ
)(eˆ          
])()(
)[(
ˆ
1
ˆ2
)(
//
e0e
i0i
0e
00
e
A
0
e
s
xss
2
2xs
1
1xs
2
21x
2
22x
1
12x
1
12x
2
21x
1
11x
eA0eee
e
0ee
0
ee
e
AAA
A
A
A
A
A
A
A
A
AA
A
AA
A
A
A
AA
A
AA
u¸¸¹
·
¨¨©
§
w
ww
ww
ww
ww
ww
w
w
ww
ww
w w
w
jjBuE
ee
euuu
KKKU
U
nn
nZn
Bm
aB
m
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
nanmn
p
nmt
v
v
　　　   (3.4-3) 
)5.0()(
ˆ2
eˆ
)(
ˆ
eˆZ           
])()(
)[(
ˆ
1
ˆ2
)(
//
i0i
e0e
0i
00
i
A
0
i
s
xss
2
2xs
1
1xs
2
21x
2
22x
1
12x
1
12x
2
21x
1
11x
eA0iii
i
0ii
0
ii
i
AA
A
A
A
A
A
A
A
A
AA
A
AA
A
A
A
AA
A
AA
u¸¸¹
·
¨¨©
§
w
ww
ww
ww
ww
ww
w
w
ww
ww
w w
w
jjBuE
ee
euuu
KKU
U
nn
nnZ
Bm
aB
m
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
s
Π
nanmn
p
nmt
v
v
　　　　   (3.4-4) 
)}5.0(
2
)(          
)1(
)/()]()([1         
)         
          
({1)1()1(
22
//
ee0
ee0ii0
0A
2
0
0
2
0
ei
ε
i0e0ie
A
2
ee0ee////e0e
A
es
ess
2e
2se
1e
1se
2
es
2es
2
2e
22e
2
1e
21e
1
es
1es
1
2e
12e
1
1e
11e
0
A
ee0
ee
AAA
A
AAA
A
A
A
A
A
A
A
A
AA
A
A
AA
A
A
A
A
AA
A
A
AA



w
ww
ww
ww
w
w
ww
ww
ww
w
w
w w
w
jj
nn
nnnZn
T
B
TTTTaTT
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
Tnan
TT
t
T
e
e
ee
e
KKP
K
WJNNNN
JJ
v
vv
vuu
    (3.4-5) 
 
 45 
}
)1(
)/()]()([1          
)          
          
({1)1()1(
ei
ε
ie0i0e
A
2
ii0ii//i//i//0
A
is
iss
2i
2si
1i
1si
2
is
2is
2
2i
22i
2
1i
21i
1
is
1is
1
2i
12i
1
1i
11i
i0
A
ii0
iiii
i
WJNNNN
JJ


w
ww
ww
ww
w
w
ww
ww
ww
w
w
w w
w
AAA
A
A
A
A
A
A
A
A
AA
A
A
AA
A
A
A
A
AA
A
A
AA
TTTTaTT
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
s
uΠ
Tnan
TT
t
T
vv
vuu
  (3.4-6) 
EB u w
w
t
                                                      (3.4-7) 
Bj u                                                          (3.4-8) 
 
また散逸係数の熱伝導度N、抵抗率K、粘性係数Q は 
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これらの式を用いて数値解析を行った。 
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3.5 最小散逸・動的に安定な自己相似進展する自己組織化プラズマ
分布を求める二流体MHD方程式 
 
3章 4節にて求めた 2流体MHD方程式に本研究室にて提唱する一般化自己組
織化理論を適用すると次のような連立固有値方程式になる。数値的に解く連立固
有値方程式は、時間変微分項のから右側の方程式群である。 
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以下が各定数を示した。 
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第 4章 数値解析手順と計算方法 
4.1 円筒近似モデル 
 
本研究で研究対象としているトカマクの実験装置は Fig.4.1-1 のようにドーナ
ツ形状のトーラス系に属している。ここで Rはトーラス大半径、aはトーラス小
半径を表している。 
数値計算を行う上でトーラス系の放電管をデカルト座標系で解くには非常に
困難なので簡単化の為にトカマクのトーラス系の実験装置を円筒型に近似を行
う。円筒近似を行うことにより周期境界条件と軸対称性を持つことにより、 
0 w
w
T  、 0 w
w
z
 
となり半径方向に依存した条件となる。Fig.4.1-2より円筒近似モデルの図を記す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Fig.4.1-1. トーラス装置 
 
  
 
 
 
 
 
 
Fig.4.1-2. 円筒座標モデル 
R
a ｐB
ｔB
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4.2 二流体プラズマ分布計算 
 
前章までに求めた二流体の基礎方程式（自己相似進展連立非線形二流体固有値
方程式）を連立させ、計算することにより自己矛盾無くプラズマ分布を求めるこ
とが出来るようになった。 
 
今回、計算では簡単化のため円筒近似モデルを用いているので、軸対称と周期
境界条件により軸方向に依存性の無い、半径( r )方向のみを計算すればよい。 
このことや半径方向への流速、磁場が無いことから以下のような仮定をすること
が出来る。 
,0r  B  0r  u , 0 w
w
T , 0 w
w
z
 
したがって 
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w
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r
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s w
w w
w
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w
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z
r
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θ
 w
w
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となる。 
 
二流体の基礎方程式（自己相似進展連立非線形二流体固有値方程式）にこれら
の条件を適応し、Runge-Kutta法を用いて二流体のプラズマ分布を求める。 
Runge-Kutta法については 4章 3節で論ずる。 
ここで問題となるのが連続の式で、円筒座標モデルを用いているため式自体が計
算できず密度を求めることが出来ない。 
したがって密度は状態方程式を用いて計算を行う。 
nkTp  （ kはボルツマン定数でTに含まれる形となる。） 
eee Tnp                                (4.2-1) 
iii Tnp                                 (4.2-2) 
また今回の計算では簡単のため電場の式に現れる粘性については無視して計算
を行った。 
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4.3  Runge-Kutta法 
 
Runge-Kutta法とは一階の常微分方程式の代表的な数値解法の一つである。 
本研究ではこの Runge-Kutta法を用いてシミュレーションを行った。ここでは用
いた 4段 4次精度の Runge-Kutta法について述べる。 
微分方程式 
 yxf
dx
dy ,                                            (4.3-1) 
を初期条件( 00 , yx )が与えられたときに解くことを考える。 
式(4.3-1)の微分方程式において xが 0x から hだけ増加した点 hxx  01 におけ
る値の計算を 
 001 , yxfhk                                                     (4.3-2) 
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2
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kyhxfhk                                            (4.3-3) 
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3004 , kyhxfhk                                             (4.3-5) 
 4321 2261 kkkkk                                            (4.3-6) 
kyy  01                                                       (4.3-7) 
のように行う。 
 まず、式(4.3-2)は Fig.4.3-1(a)に示すように、初期条件(x0，y0)における微分係数
を用いて増分 k1を計算する。 
 次に、式(4.3-3)を考える。これは、Fig.4.3-1(b)より増分 k1から得られた座標点
(x0+h，y0+k1)と初期条件(x0，y0)との中点における微分係数から増分 k2を計算に
よりもとめる。 
 同様に式(4.3-4)より増分 k2を用いて座標点(x0+h，y0+k2)と初期条件(x0，y0)との
中点における微分係数から増分 k3を計算によりもとめる（Fig.4.3-1(c)）。 
 54 
 更に、式(4.3-5)より増分 k3を用いて座標点(x0+h，y0+k3)と初期条件(x0，y0)との
中点における微分係数から増分 k4も計算により求めておく（Fig.4.3-1(d)）。 
 ここで各増分 k1 ，k2， k3， k4を式(4.3-6)より 1：2：2：1 で加重平均したも
のを最終的な増分 kとして求め式(4.3-6)より、y1を求める。 
各公式に基づきこのステップを繰り返し行い、求めた y1を y0と置き変え各方
程式の左辺を一階の微分を計算する。 
  
 
       (a) 増分 k1             （b）増分 k2 
     
 
       (c) 増分 k3            （d）増分 k4 
Fig.4.3-1. Runge-Kutta法 
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4.4 参考対象装置 
 
数値解析の参考対象装置として日本原子力研究開発機構 那珂核融合研究所の
JT-60Uの主要装置パラメータを参考に計算を行った。 
本研究の目的である中心磁場のパラメータは 4.4〔T〕から 1.0〔T〕に小さく
し、密度も 7.5×1019〔m-3〕から 8.0×1019〔m-3〕に高くして計算を行った。 
 
Fig.4.4-1. 日本原子力研究開発機構 那珂核融合研究所トカマク装置 JT-60U 
 
装置パラメータ 
トーラス大半径  R  3.05〔m〕 
トーラス小半径  a  0.72〔m〕 
プラズマ電流  pI  2.2〔MA〕 
中心電子温度  0eT  10.0〔keV〕 
中心トロイダル磁場  0tB  4.4〔T〕 → 1.0〔T〕 
中心電子密度  0en  7.5×1019〔m-3〕→8.0×1019〔m-3〕 
平均有効電荷数   2.2 
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第 5章 計算結果及び考察 
5.1 動的に安定な自己相似進展する二流体磁化プラズマ分布 
 
第 4章までに求めた自己相似進展連立非線形二流体固有値方程式等を用いて 
動的に安定な自己相似進展する二流体磁化プラズマ分布を求めた。 
 
Fig.5.1-1 に数値解析より新しく求めた平均ベータ値 1.2 のときの分布を示す。
各物理量は以下の通りになっている。 
Fig.5.1-1(a)はトロイダル磁場 Bt、ポロイダル磁場 Bp、電子、イオンそれぞれの
温度 Te、Ti、圧力 pe、pi、密度 ne、トロイダル電流 jt、ポロイダル電流 jpの分布
である。 
Fig.5.1-1(b)はトロイダル磁場 Bt、ポロイダル磁場 Bp、外部トロイダル電場 Et、
外部ポロイダル電場 Ep、トロイダル方向のイオン流速 uit、ポロイダル方向のイ
オン流速 uip、同様に電子流速 uet、uepの分布である。 
Fig.5.1-1(c)は各散逸係数を表しており、抵抗率η（=1/σ）、電子、イオンそれ
ぞれの熱伝導度κe、κi、粘性係数νe、νiの分布を表している。 
Fig.5.1-1(d)はトロイダル磁場 Bt、ポロイダル磁場 Bp、トロイダル電流 jt、ポロ
イダル電流 jpの分布を表しており、更に電流中に流れているトロイダル方向のブ
ートストラップ電流 jbst、ポロイダル方向のブートストラップ電流 jbspを表してい
る。また、安全係数 q、磁気シェアーSBを表している。 
縦軸は各種物理量を現しており、横軸は左端が装置ポロイダル断面での中心、
右端が装置壁となっている。 
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Fig.5.1-1. 動的に安定な自己相似進展する二流体磁化プラズマ分布（βav=1.2） 
 
Fig.5.1-1(a)の結果より、トロイダル磁場 Btの分布が装置壁で若干高くなってお
り、ポロイダル磁場 Bpも第 2 章 5 節で述べたトカマクの磁場分布に近い値とな
っていることが分かる。各物理量については、圧力が装置中心から平らになって
おり、壁に向かうにつれ急激に減衰していることが分かる。また、温度T、密度
nなどの物理量も装置中心で最大となっており、固有値条件にしたがって減衰し
ていることが分かる。Fig.5.1-1(d)よりトロイダル電流 jt のピーク値の約 97.3 %
がブートストラップ電流 jbstにより駆動されている高ベータ自己組織化分布が得
られたことが分かる。トロイダル電流 jtは中心部に行くに従い凹みのあるホロー
分布型の電流となっており、JT-60U の実験結果を良く再現していることが分か
る。この様な大きなトロイダル方向のブートストラップ電流 jbstと凹みが極めて
大きいホロー分布型トロイダル電流 jt により高ベータ自己組織化状態を形成す
る事がトカマク型配位の特徴といえる。 
ホロー分布型の電流は閉じ込めを改善する有効な方法の一つである。計算結果
ではプラズマのトロイダル電流 jt分布をホロー分布型（凹状に制御）にし、負磁
気シア （ーNegative Shear）という構造を持った特殊な閉じ込めの磁場を作り出し
た。このときプラズマの内部には、あたかもプラズマの熱の流れを遮るような閉
じ込めの壁（輸送障壁）ができ、その内側ではプラズマの閉じ込めが著しく改善
されることが実験で確認されている。本研究では古典的なMHD方程式を用いて
もこの状態を導けることを示した。  
現在、実験されている JT-60U 装置において確認しているベータ値はポロイダ
ル磁場を用いたポロイダルベータ値で約 1.2となっており、ブートストラップ電
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流は約 80 %駆動していることが、日本原子力研究開発機構の実験より明らかに
されている。理論計算結果と実験結果の良い一致は、中心トロイダル磁場 B0を
JT-60U 装置の場合より小さくしても、高ベータ自己組織化トカマク分布を実験
で実現できる事を示唆している。 
また、本研究では一般化自己組織化理論を適用し動的に安定な自己相似進展す
る二流体磁化プラズマ分布を数値解析により導出しており、散逸係数である抵抗
率η（=1/σ）、熱伝導度κ、粘性係数νなどの分布を仮定または一定とせず磁化
プラズマのパラメータに依存している方程式となっている。 
 これらの散逸係数のパラメータは、磁化プラズマのパラメータに依存している
ので、二流体磁化プラズマ分布の固有値条件を変えれば、それに対応し散逸係数
パラメータも変化する。これにより、実験プラズマの結果により近い数値計算が
可能となっている。（Fig.5.1-1(c)参照） 
 Fig.5.1-1 に示した動的に安定な自己相似進展する二流体磁化プラズマ分布よ
り、半径方向のプラズマ圧力勾配によって自発的に電流駆動するブートストラッ
プ電流（bootstrap current）の効果について考察する。式は第 2章 4節 3項でも述
べたが A.A.Galeev，R.Z.Sadeevの式を用いて解析を行った。式は以下に示す。 
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 Fig.5.1-1(d)は二流体磁化プラズマ分布でのブートストラップ電流の影響を示
している。jtは全トロイダル電流である。ピーク値のみの評価で約 95.8 %がブー
トストラップ電流 jbstにより駆動しているのがわかる。これにより、トカマクを
定常運転するために外部から電流を補わなくとも良いことになりエネルギー消
費の抑制に繋がり、核融合炉を運転させる際に掛かる費用の削減により経済的向
上に結びつくと考えられる。 
境界値で決まる Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの固有値の数値計算結果は次
のようになった。ΛBt=1.40×10-15、ΛBp= -2.00×10-15、ΛTe=2.00×10-30、ΛTi=8.00×10-30、
Λuet=4.08×10-7、Λuep=2.754×10-7、Λuit=1.96×10-5、Λuip=3.30×10-5である。アルフベン
時間は τｊ= τA0 =4.043 ×10-7 [s]となった。これらを 2章 1節 2分 の(2.1.2-25)式に
代入すると、Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの自己相似進展の時定数は次のよ
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うになる。tchaBt=2.888 ×108 [s]、tchaBp=2.022 ×108  [s]、tchaTe=2.022 ×1023 [s]、
tchaTi=5.054 ×1022 [s]、tchauet=0.991 [s]、tchauep =1.468[s]、tchauit =2.063×10-2 [s]、tchauip 
=1.225 ×10-2 [s]となる。 
 
次にベータ値を低くして計算したときの分布を示す。データは平均ベータ 0.8、
0.4のときの各分布を示す。 
［平均ベータ値＝0.8（βav=0.8）］ 
 
 
Fig.5.1-2. 動的に安定な自己相似進展する二流体磁化プラズマ分布（βav=0.8） 
  
βav=0.8における境界値で決まる Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの固有値の
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数値計算結果は次のようになった。ΛBt=9.50×10-17、ΛBp= -1.63×10-13、ΛTe=4.90×10-30、
ΛTi=4.00×10-29、Λuet=4.04×10-7、Λuep=3.17×10-7、Λuit=1.96×10-5、Λuip=4.42×10-5であ
る。アルフベン時間は τｊ= τA0 =4.043 ×10-7 [s]となった。これらを同様に(2.1.2-25)
式に代入すると、Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの自己相似進展の時定数は次
のようになる。tchaBt=4.256 ×109 [s]、tchaBp=2.481 ×106 [s]、tchaTe=8.252 ×1022 [s]、
tchaTi=1.011 ×1022 [s]、tchauet=1.001 [s]、tchauep =1.276[s]、tchauit =2.063×10-2 [s]、tchauip 
=9.148 ×10-3 [s]となる。 
 
［平均ベータ値＝0.4（βav=0.4）］ 
 
 
Fig.5.1-3. 動的に安定な自己相似進展する二流体磁化プラズマ分布（βav=0.4） 
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βav=0.4における境界値で決まる Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの固有値の数
値計算結果は次のようになる。ΛBt=6.20×10-17、ΛBp= -5.90×10-13、ΛTe=8.50×10-30、
ΛTi=7.80×10-29、Λuet=4.00×10-7、Λuep=3.34×10-7、Λuit=1.96×10-5、Λuip=4.95×10-5であ
る。アルフベン時間は τｊ= τA0 =4.043 ×10-7 [s]となった。これらを同様に(2.1.2-25)
式に代入すると、Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの自己相似進展の時定数は次
のようになった。tchaBt=6.522 ×109 [s]、tchaBp=6.853 ×105 [s]、tchaTe=4.757 ×1022 [s]、
tchaTi=5.184 ×1021 [s]、tchauet=1.011 [s]、tchauep =1.211[s]、tchauit =2.063×10-2 [s]、tchauip 
=8.168 ×10-3 [s]となる。 
これらの結果より自己相似進展の時定数の中でイオン流速 uit、uipが他と比べ
ると 10-2オーダー以上、小さくなっていることが分かる。これは緩和現象がイオ
ン流速より起きやすいことを示している。緩和現象を抑える方法としてプラズマ
周辺部へＮＢＩ（Neutral Beam Injection；中性粒子入射）、wave current drive、ガ
スパフ粒子供給等によるイオン流速 uit、uip の外部制御が欠かせないと考えられ
る。 
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5.2 動的に安定な自己相似進展する二流体磁化プラズマ分布におけ
るベータ値、アスペクト比による変化の考察 
  
ここで、各ベータ値における物理量の分布の変化を見て行く。平均ベータ値の
変化の際、今回の計算では、幾つかの条件を基に変化を行った。一つは磁場であ
る。トカマクの磁場分布となるように固有値の調整を行った。二つ目は q値であ
る。トカマクは主に外部からの強いトロイダル磁場を用いた閉じ込め方式となっ
ており、プラズマ電流の動きによりポロイダル磁場が形成される。このポロイダ
ル磁場は安全係数 qと関係している（2章 2節参照）。 
     
θ0
z
p0
t
BR
rB
BR
rBq #{            (5.1-2) 
トカマクの特徴として壁での安全係数 q 値は 1.0 を超えるという特徴がある。
各ベータの分布における q 値は 1/30 になって表示しているが、βav=0.4 のとき
q=1.42、βav=0.8のとき q=1.14、βav=1.2のとき q=1.00となっておりトカマクの
特徴をとらえている。 
 
ベータ値の変化は主に圧力 pに依存している。各図の(a)の分布を見て行くとベ
ータ値が上がるにつれて圧力が高くなっている事が分かる。Fig.5.1-4にベータ値
による圧力の分布を示す（オレンジ色が平均ベータ値 1.2、青色が 0.8、緑色が
0.4である。）。ベータ値の定義式は 2章 2節より以下のようになっている。 
       
0
22 2/)( PE tz BB
p
           (5.1-3) 
今回の分布はトカマクの磁場分布を保ちつつ、ベータ値を変化させた。よって、
磁場にはほとんど変化がないので圧力に大きな変化が出た結果となった。また、
圧力は若干ではあるがイオン圧力 piの方が電子圧力 peに比べて大きくなってい
ることが分かる。 
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Fig.5.1-4 各ベータ値における圧力 pの変化 
 
 次に各分布の変化を見て行く。Fig.5.1-5(a)、(b)に圧力と温度の変化をまとめた。
Fig.5.1-5(a)はイオン圧力 piとイオン温度 Ti示しており、Fig.5.1-5(b)は電子圧力 pe
と電子温度 Teを示している。 
 
Fig.5.1-5 各ベータ値における圧力 pと温度 Tの変化 
 
 Fig.5.1-5より平均ベータ値が高くなるにつれ温度も上昇しているのが分かる。 
これは、状態方程式より考えればよい。状態方程式は 4章 2節より nkTp  （ k  
はボルツマン定数でTに含まれる形となる。）となっており、圧力と温度は比例
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関係（p∝T）となっていることが分かる。また、イオンと電子を比べるとイオン
温度 Tiの方が電子温度 Teに比べて高くなっている。これは、同じ磁場中でも質
量の大きなイオンの運動が大きいことを示している。 
 
 次に圧力 pとトロイダル電流 jtについての分布を Fig.5.1-6に記す。 
 
Fig.5.1-6 各ベータ値における圧力 pとトロイダル電流 jtの変化 
 
 Fig.5.1-6より、平均ベータ値を上げていくとトロイダル電流 jtの最大値が壁に
向かっていることが見てとれ、また電流の流れている範囲も減少しているように
見える。 
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散逸係数について見ていく。主に変化を起こした散逸係数は、抵抗率η（=1/
σ）、電子、イオンの粘性係数νe、νiが大きく変化した。変化の様子を Fig.5.1-7
に示した。 
 
 
Fig.5.1-7 各ベータ値における圧力 pと抵抗率η粘性係数νe、νiの変化 
 
各ベータ値における抵抗率η（=1/σ）、電子、イオンの粘性係数νe、νi の変
化はベータ値が高くなるにつれて、抵抗率η（=1/σ）、粘性係数νe、νi 共に勾
配が小さくなっていることがみてとれた。 
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 ブートストラップ電流に関して考察していく、Fig.5.1-8(a) には各アスペクト
比におけるブートストラップ電流 jbst の変化の様子を示した。Fig.5.1-8(b)には縦
軸にトロイダル電流 jt中にどれだけブートストラップ電流 jbst が駆動しているか
の割合を、横軸にはアスペクト比の変化を示した。ここで、アスペクト比とはト
ーラスプラズマの大半径 Rmと小半径 aの比で表されるパラメータであり以下の
ようになる。 
a
R
aspect m           (5.1-4) 
今回の計算ではトーラス小半径 aは固定にし、トーラス大半径 Rmを変化させ
アスペクト比を変化させていった。 
 
Fig.5.1-8 各アスペクト比における電流 jtとブートストラップ電流 jbstの変化 
 
 Fig.5.1-8(a)より、オレンジ色をアスペクト比 Asp=4.236、水色をアスペクト比
Asp=5.0、黄緑色をアスペクト比 Asp= 6.0とした。ここで、トロイダル電流 jtは、
小半径には関係しているが、大半径には関係していないので変化していない。各
アスペクト比における電流 jtとブートストラップ電流 jbstの変化をみる。平均ベ
ータ値 βav= 1.2のとし、アスペクト比 Asp＝4.236のときトロイダル電流 jtの最
大値におけるブートストラップ電流 jbst の駆動部の最大値の比は j bstmax /j tmax= 
0.973となった。つまり、トロイダル電流 jt中に 97.3[%]のブートストラップ電流
jbstが駆動していることになる。他のアスペクト比におけるトロイダル電流 jtとブ
ートストラップ電流 jbstの割合は以下のようになった。Asp＝5.0のとき j bstmax /j 
tmax= 0.882、Asp＝6.0のとき j bstmax /j tmax= 0.804となった。Fig.5.1-8(b)の結果より
アスペクト比を大きくすると自発的に流れるブートストラップ電流が減少して
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いることがわかる。つまり、装置のアスペクト比を小さくする（球状に近づける）
ことにより、多くのブートストラップ電流を駆動しようとするので、プラズマの
定常運転に優れている装置を作れることを示唆している。式を用いてこの現象を
考えると(5.1-1)式より、ブートストラップ電流はアスペクト比の逆数であるε1/2
に比例していることが解かり、このような結果を得られた。 
  
 
 
Fig.5.1-9(a) には各ベータ値におけるトロイダル電流 jt とブートストラップ電
流 jbstの変化の様子を示した。Fig.5.1-9(b)には縦軸にトロイダル電流 jt中にどれ
だけブートストラップ電流 jbst が駆動しているかの割合を、横軸にはベータ値の
変化を示した。 
 
Fig.5.1-9 各ベータ値における電流 jtとブートストラップ電流 jbstの変化 
 
 Fig.5.1-9(a)より、各ベータ値における電流 jtとブートストラップ電流 jbstの変化
をみる。アスペクト比は As=4.236と固定とし、平均ベータ値 βav= 1.2のとき、
トロイダル電流 jtの最大値におけるブートストラップ電流 jbstの駆動部の最大値
の比は j bstmax /j tmax= 0.973となった。つまり、トロイダル電流 jt中に 97.3[%]のブ
ートストラップ電流 jbstが駆動していることになる。他のベータ値におけるトロ
イダル電流 jtとブートストラップ電流 jbstの割合は以下のようになった。βav= 0.8
のとき j bstmax /j tmax= 0.774、βav= 0.4のとき j bstmax /j tmax= 0.694となった。Fig.5.1-6
より平均ベータ値を上げていくとトロイダル電流 jt の最大値が壁に向かってい
ることが分かる。Fig.5.1-8(a)からブートストラップ電流 jbst の駆動部の最大値も
 68 
ベータ値を高くしていくと壁に向かっていることが分かる。Fig.5.1-9(b)の結果よ
りベータ値を高くしていくにつれブートストラップ電流が多く流れていくこと
が分かる。(5.1-1)式より、考えるとブートストラップ電流はプラズマ圧力の径方
向の勾配に比例していることが分かっている。ベータ値が上がると Fig.5.1-4 の
分布より圧力も高くなる事が見て取れる。そして、プラズマは壁に向かうにつれ
急激に密度が減少し、圧力も減少する。よって、圧力が高ければ壁に向かうにつ
れ勾配も大きくなり、ブートストラップ電流も多く流れることになる。 
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5.3 結論 
 
一般化自己組織化理論を二流体MHD方程式に適用し、連立非線形二流体固有
値方程式を導出した。 
導出した連立非線形二流体固有値方程式を Runge-Kutta法を用いて、自己矛盾
無く数値的に解くことができた。固有値問題を解き、高ベータ自己相似進展する
二流体磁化プラズマ分布と磁化プラズマのパラメータに依存した散逸係数の分
布をトカマク装置を対象とし求めることができた。研究目的である中心トロイダ
ル磁場 Bt0を 4.4[T]から 1.0[T]と低くしても動的に安定な分布を求めることがで
きた（Fig 5.1-1)。更に固有値を変化させ平均ベータ値 0.4、0.8、1.2 の各物理量
の分布を導出した。各ベータ値における固有値の数値計算結果より緩和現象の起
きやすさを示す時定数の中でイオン流速 uit、uipが他と比べると 10-2オーダー以
上で、小さくなっていることが分かった。これは緩和現象がイオン流速より起き
やすいことを示している。この結果より、高ベータ自己組織化分布を実験的に実
現するには、プラズマ周辺部へＮＢＩ、wave current drive、ガスパフ粒子供給等
による電流分布・温度分布・密度分布の外部制御が欠かせないと考えられる。 
求めた、平均ベータ値 0.4、0.8、1.2 における動的に安定な自己相似進展する
二流体磁化プラズマ分布から自発電流（bootstrap current）の影響を求めることに
成功した。 
計算結果(Fig.5.1-8)から、平均ベータ値 βav= 1.2とし、アスペクト比を変化さ
せていくと、アスペクト比 Asp＝4.236のときブートストラップ電流 jbstはトロイ
ダル電流 jt中に 97.3[%]が駆動していることが分かる。他のアスペクト比におけ
るトロイダル電流 jt とブートストラップ電流 jbst の割合は、Asp＝5.0 のとき
88.2[%]、Asp＝6.0のとき 80.4[%]となった。この結果より、装置のアスペクト比
を小さくすることにより、ブートストラップ電流をより多く駆動しようとするの
で、プラズマの定常運転に優れている装置を作れることを示唆している。ここで、
アスペクト比を小さくすることはトーラス状のプラズマが球状に近づけること
になる。このような装置を Spherical Tokamak（S.T）と言い、注目されている。 
 ベータ値を変化させていく(Fig.5.1-9)。アスペクト比は As=4.236 と固定とし、
平均ベータ値 βav= 1.2のとき、ブートストラップ電流 jbstはトロイダル電流 jt中
に 97.3[%]が駆動していることが分かる。他のベータ値におけるトロイダル電流
jtとブートストラップ電流 jbstの割合は、βav= 0.8のとき 77.4[%]、βav= 0.4のとき
69.4[%]となった。ブートストラップ電流はプラズマ圧力の径方向の勾配に比例
している。ベータ値が上がると圧力が高くなり壁に向かうにつれ勾配も大きくな
り、ブートストラップ電流も多く流れることが分かった。 
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 これらの結果より、閉じ込め性能の高い核融合炉を作るには球状に近いプラズ
マを作り、ベータ値の高い核融合炉を作るのが望ましいといえる。これにより、
多くのブートストラップ電流を得ることができ、トカマクを定常運転するために
外部から電流を補わなくとも良いことになりエネルギー消費の抑制に繋がり、核
融合炉を運転させる際に掛かる費用の削減になり経済的向上に結びつくことが
考えられる。また、トロイダル磁場 Bt0を低くしたとしても高ベータ自己相似進
展する二流体磁化プラズマ分布を導出できたことから、装置自体の費用の削減に
つながり、この結果もまた将来的な経済性向上に結びつくことが考えられる。 
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5.4 今後の課題 
 
自己相似進展する動的に安定な二流体磁化プラズマの具体的な分布を求める
ことが出来たが、今回求めた分布は r方向のみに依存する一次元系の円筒近似モ
デルを簡単化のために使用した。しかし、これでは軸対象で周期境界条件を満た
す核融合装置しか適応できず、実験プラズマを厳密に再現することができない。
そこで、課題としては、どのような核融合装置でも適用できる２次元トーラス状
計算コードを用い、実験プラズマに近いイオンと電子の運動を別々で考える二流
体方程式系を用い自己相似進展する動的に安定な二流体磁化プラズマ分布、実験
プラズマの更なる再現のため二次元トーラス状計算コードを完成させる。 
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